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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第74期 第75期 第76期 第77期 第78期
決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

売上高（百万円） 92,791 101,573 96,216 91,755 79,731

経常利益又は経常損失（△）

（百万円）
851 1,501 △641 902 713

当期純利益又は当期純損失

（△）（百万円）
△926 790 △3,068 531 △581

純資産額（百万円） 35,309 35,989 32,159 32,432 34,088

総資産額（百万円） 81,385 78,187 69,174 66,965 67,059

１株当たり純資産額（円） 733.06 747.66 668.45 674.60 545.39

１株当たり当期純利益金額又は

１株当たり当期純損失金額

（△）（円）

△19.30 16.43 △63.78 11.05 △9.68

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額（円）
－ 15.12 － － －

自己資本比率（％） 43.4 46.0 46.5 48.4 50.8

自己資本利益率（％） － 2.2 － 1.6 －

株価収益率（倍） － 20.5 － 13.7 －

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
768 3,518 4,499 △652 6,255

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△404 △1,532 △2,255 1,698 △1,037

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△3,294 △5,110 △3,460 △804 △1,156

現金及び現金同等物の期末残高

（百万円）
11,319 8,196 6,975 7,203 11,262

従業員数（名） 2,441 2,413 2,427 2,365 2,288

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第74期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失金額が計上されてい

るため記載しておりません。第76期及び第78期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１

株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。第77期の潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．第74期の当期純利益の大幅な減少は、固定資産の減損に係る会計基準適用に伴う減損損失の計上等によるも

のであります。

４．第75期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号　平成17年12月９日）を適用しております。

５．第76期の当期純利益の大幅な減少は、改正建築基準法の影響から新設住宅着工戸数が大幅に落ち込んだこと

により売上高が減少したことに加えて、「小形キッチンユニット用電気こんろ」の無償改修促進に伴う特別

クレーム補償関連費用、販売済みの製品に関わる修理費発生率等に基づく過年度製品保証引当金繰入損を計

上等したことによるものであります。 

６．第78期の当期純利益の減少は、有利子負債の返済・繰上償還に伴う財務構造改革費用及び投資有価証券の評

価損を計上等したことによるものであります。 
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第74期 第75期 第76期 第77期 第78期
決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

売上高（百万円） 87,130 94,522 89,163 83,125 72,750

経常利益又は経常損失（△）

（百万円）
750 1,237 △665 757 589

当期純利益又は当期純損失

（△）（百万円）
△986 703 △3,005 448 △651

資本金（百万円） 13,852 13,852 13,852 13,852 14,551

発行済株式総数（千株） 50,396 50,396 50,396 50,396 62,546

純資産額（百万円） 34,898 35,490 31,724 31,913 33,499

総資産額（百万円） 79,597 75,812 67,425 64,820 64,995

１株当たり純資産額（円） 724.53 737.29 659.39 663.82 535.98

１株当たり配当額（円）

(内１株当たり中間配当額)

（円）

2.50

(－)

3.50

(－)

－

(－)

2.50

(－)

2.50

(－)

１株当たり当期純利益金額又は

１株当たり当期純損失金額

（△）（円）

△20.56 14.60 △62.45 9.33 △10.84

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額（円）
－ 13.49 － － －

自己資本比率（％） 43.8 46.8 47.1 49.2 51.5

自己資本利益率（％） － 2.0 － 1.4 －

株価収益率（倍） － 23.0 － 16.2 －

配当性向（％） － 24.0 － 26.8 －

従業員数（名） 2,148 2,121 2,129 2,064 1,985

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第74期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失金額が計上されてい

るため記載しておりません。第76期及び第78期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１

株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。第77期の潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．第74期の当期純利益の大幅な減少は、固定資産の減損に係る会計基準適用に伴う減損損失の計上等によるも

のであります。

４．第75期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号　平成17年12月９日）を適用しております。

５．第76期の当期純利益の大幅な減少は、改正建築基準法の影響から新設住宅着工戸数が大幅に落ち込んだこと

により売上高が減少したことに加えて、「小形キッチンユニット用電気こんろ」の無償改修促進に伴う特別

クレーム補償関連費用、販売済みの製品に関わる修理費発生率等に基づく過年度製品保証引当金繰入損を計

上等したことによるものであります。

６．第78期の当期純利益の減少は、有利子負債の返済・繰上償還に伴う財務構造改革費用及び投資有価証券の評

価損を計上等したことによるものであります。 
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２【沿革】

　当社は、歴史的に数回にわたり合併を繰り返して発展してきた会社でありますが、今日の事業基盤の母体となってお

りますのは、昭和21年設立の菱和木工(株)であります。しかしながら昭和39年５月、アポロ工業株式会社（前身は昭和

11年６月設立の中外精工株式会社）に吸収合併されたかたちとなっていますので、登記上の設立年月日は昭和11年６

月１日であります。

年月 事業内容の変遷

昭和21年５月 菱和木工株式会社設立、東京都墨田区吾嬬町５丁目50番地で事業開始（三菱電機株式会社の協力工

場として米軍用施設向大型冷蔵庫等の取付工事）

昭和22年５月 菱和工業株式会社と社名変更

昭和24年９月 昭和22年暮頃から企業化に着目し、生産を進めてきた「ステンレス流し台（ハンダ付）」の生産体

制強化のため、東京木工株式会社（板橋工場）を買収し、これを当社板橋工場として開設し、ステン

レス加工製品と厨房家具の製造販売を開始

昭和29年７月 直流式アルゴン溶接機により初めてステンレス薄板溶接に成功。ステンレス溶接流し台の商品化

昭和29年11月菱和工業株式会社と三菱電機株式会社の指定工場であった三中産業株式会社と合併（新設合併）

により、サンウエーブ工業株式会社として新発足

昭和31年５月 ステンレス流し台（プレス加工による深絞り）が日本住宅公団の指定商品に採用決定

昭和31年10月わが国初めて、ステンレス流し台（プレス加工による深絞り）の量産化開始

昭和34年１月 埼玉県戸田市に新鋭設備を導入、ステンレス厨房器具の総合工場として戸田製作所を開設

昭和34年12月株式店頭登録（東京）

昭和36年４月 株式店頭登録（大阪）

昭和36年10月東京・大阪証券取引所市場第二部に株式を上場

昭和37年３月 名古屋証券取引所市場第二部に株式を上場

昭和37年４月 三栄運送㈱を設立し、運送・保管業務を開始

昭和37年５月 東京・大阪・名古屋証券取引所市場第一部に株式を上場

昭和38年２月 桐生製作所開設

昭和39年５月 当社とアポロ工業株式会社とが合併（アポロ工業株式会社が存続会社）、同時にサンウエーブ工業

株式会社と商号を変更

昭和39年５月 画期的な量産方式を採用した木部加工、金属加工（ステンレスシンクトップ）及び組立加工工場と

して、深谷製作所の開設

昭和39年12月経営の行き詰りをきたしたため、会社更生手続開始申立を行い、同月決定

昭和41年３月 会社更生計画の決定

昭和43年10月三栄運送(株)をサンウエーブ運輸倉庫(株)に商号を変更

昭和46年８月 会社更生手続終結決定

昭和50年９月 株式店頭登録（東京・大阪）

昭和52年４月 西独バイエル社と特許権使用許可契約締結（電気泳動法ホーロー塗装技術）

昭和59年９月 メニューシステムキッチン「サンヴァリエ」発売（簡易型システムキッチン・ダイニング）

平成元年７月 サンウエーブ運輸倉庫㈱をサンウエーブテックサービス㈱に商号を変更

平成２年１月 東京証券取引所市場第二部に株式を上場

平成２年10月 社製作所（兵庫県加東市）開設

平成３年９月 東京証券取引所市場第一部に株式を上場

平成４年12月 北海道物流センター開設

平成８年３月 香港支店開設

平成14年６月 中級システムキッチン「サンヴァリエ＜ピット＞」発売

平成14年８月 システムバス「サンリフレ＜ＢＲワイド＞」発売

平成15年７月 サンウエーブテックサービス㈱をサンウエーブレクア㈱に商号を変更（現連結子会社）

平成16年４月 当社及びサンウエーブ業厨サービス㈱を会社分割し㈱ＳＷキッチンテクノを設立（現連結子会

社）

平成16年10月連結子会社のサンウエーブ業厨サービス㈱清算

平成17年６月 日波厨房設備（上海）有限公司営業開始（非連結子会社）

平成19年11月戸田製作所閉鎖

平成19年11月サンウエーブメンテナンス(株)設立（現連結子会社）

平成21年６月 株式会社住生活グループと業務・資本提携契約を締結

平成22年３月 株式会社住生活グループと株式交換契約により上場廃止

EDINET提出書類

サンウエーブ工業株式会社(E02370)

有価証券報告書

  4/109



３【事業の内容】

　当社グループは、当社、子会社９社及びその他の関係会社２社で構成され、住宅用厨房設備機器、住宅用衛生設備機

器、業務設備機器の製造、販売を主な内容とし、さらに各事業に関連する物流、サービス等の事業活動を展開しており

ます。

　当社グループの事業にかかわる位置づけ、及び事業の部門との関連は、次のとおりであります。

（住宅用厨房設備機器関連）

　当社が製造、販売を行うほか、子会社サンウエーブリビングデザイン(株)及び(株)沖縄サンウエーブ販売が当社

製品の販売を行っております。また、子会社日波厨房設備（上海）有限公司は中国において当社製品の販売を

行っております。

（住宅用衛生設備機器関連）

　当社が製造、販売を行うほか、子会社サンウエーブリビングデザイン(株)及び(株)沖縄サンウエーブ販売が当社

製品の販売を行っております。また、子会社日波厨房設備（上海）有限公司は中国において当社製品の販売を

行っております。

（業務設備機器関連）

　当社が製造、販売を行うほか、子会社(株)ＳＷキッチンテクノは、業務設備機器全般を扱うほか、当社製品の販売

及び当社が販売した製品・商品のアフターメンテナンスを行っております。

（その他）

　当社グループの製品等の輸送については、子会社サンウエーブレクア(株)が、また、当社が販売した製品・商品

のアフターメンテナンスについては、子会社サンウエーブメンテナンス(株)が主として行っております。

　なお、その他の関係会社日新製鋼(株)から商社経由で原材料を購入しております。

　事業の系統図は次のとおりであります。

（注）（株）住生活グループは平成22年４月１日より完全親会社となっております。なお、同社は保有する当社の発行済

株式総数の20％を４月７日付で日新製鋼株式会社に譲渡しております。　　
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４【関係会社の状況】

名称 住所

資本金又は

出資金

（百万円）

主要な事

業の内容

議決権の所有

(被所有)割合

関係内容所有

割合

（％）

被所有

割合

（％）

（連結子会社）       

サンウエーブレクア（株） 東京都千代田区 90その他 100 －

運送、保険、取付、サービス業

務、設備の賃貸借、役員の兼任

等　１名

（株）ＳＷキッチンテクノ 東京都新宿区 99業務設備機器 100 －
業務設備機器の販売、メンテナ

ンス　役員の兼任等・無

サンウエーブメンテナンス

(株)
東京都千代田区 90

アフターサービ

ス
100 －

部品の販売、メンテナンス　役

員の兼任等・無

（その他の関係会社）       

（株）住生活グループ

（注）４　
東京都江東区 68,121

国内外の住生活

関連事業・都市

環境関連事業を

営む会社の株式

または持分を取

得、所有するこ

とによる当該会

社の事業活動の

支配、管理

－ 30.33
業務・資本提携　役員の兼任等

　２名

日新製鋼（株）

（注）３　
東京都千代田区 79,913鉄鋼業 － 20.26

原材料の購入　役員の兼任等　

２名

　（注）１．主要な事業の内容欄には、事業の部門の名称又は業種名を記載しております。

２．特定子会社に該当する会社はありません。

３．日新製鋼株式会社は有価証券報告書の提出会社であります。

４．株式会社住生活グループは有価証券報告書の提出会社であります。

５．提出日現在の被所有割合は、(株)住生活グループ80.00％、日新製鋼（株）20.00％であります。　
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 （平成22年３月31日現在）

事業の部門の名称 従業員数（名）

生産部門 492 

販売部門 1,385 

管理部門 235 

その他 176 

合計 2,288 

　（注）１．当社は事業の種類別セグメント情報を記載していないため、上記のように職能部門別で記載しております。

２．従業員数は就業人員数であります。

(2）提出会社の状況

 （平成22年３月31日現在）

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

1,985 36.7 12.4 4,640

　（注）１．従業員数は就業人員数であります。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

(3）労働組合の状況

　当社グループ（当社及び当社の連結子会社）には、日本労働組合総連合（連合）傘下のJAMに属しているサンウ

エーブ労働組合と全国労働組合連合会（全労連）に属している全日本金属情報機器労働組合埼玉地方本部サンウ

エーブ工業支部が組織されており、グループ内の組合員数は1,750名であります。

　なお、労使関係については特に記載すべき事項はありません。

EDINET提出書類

サンウエーブ工業株式会社(E02370)

有価証券報告書

  7/109



第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、平成20年秋以降の世界的な経済危機からの回復の兆しが見え始め、輸出

は緩やかに拡大し、生産、企業収益の改善が進むのにともない、設備投資・雇用にも下げ止まり感が出てきました。

しかしながら、長引くデフレの影響や円高圧力、海外経済の下振れ懸念など、先行きに不透明感を残し、緩慢な景気

回復局面が続いています。

住宅設備機器市場におきましては、新設住宅着工戸数が45年ぶりに80万戸を下回る低水準まで落ち込みました。

また、リフォーム需要につきましても個人所得の減少、雇用情勢の悪化の影響で住宅投資意欲が減退するなど、総需

要が大幅に減少する極めて厳しい状況が続きました。

このような環境において、当社グループは前期に引き続き「変革への挑戦」の方針のもと、「サンウエーブ変革

活動」を推進し、経営資源のスリム化・業務の効率化を強力に推進し、「営業・経常・最終利益の黒字化」に努め

てまいりました。

また、商品面におきましては、普及システムキッチン市場をリードしてきた「ＢＭ」シリーズをモデルチェンジ

し、幅広い商品対応力をもった新商品「サンヴァリエ〈アミィ〉」として平成21年８月より販売を開始しました。

これにより、競争が激化する中級・普及システムキッチン市場でのシェア拡大をいたしました。さらに、新ブランド

として平成21年２月に発売を開始した中高級価格帯のコンポーネント洗面化粧台「サンレソナ」シリーズに普及

価格帯のラインアップを追加し10月から販売を開始しました。加えて、コンポーネント洗面化粧台の全ての価格帯

をカバーするとともに、お値ごろ感で好評を頂いている単体洗面化粧台「Ｃシリーズ」を６年ぶりにモデルチェン

ジして11月より発売を開始するなど、低価格が進むマーケットに対応した新商品投入により売上・収益の拡大に努

めてまいりました。

さらに、従来の「安心・安全」な製品づくりに加えて、「環境」に配慮した製品づくりと「環境保全」への取り

組みを一層強化し、お客様や社会のお役に立てる企業を目指し「環境報告書2009」として成果を公開いたしまし

た。

一方、アライアンス面では、当社は６月に株式会社住生活グループ（以下「住生活グループ」という。）と業務・

資本提携契約を締結し、両社のブランドと販売の独立性を保ちつつ、商品開発、資材調達、生産・物流・取付け・ア

フターサービスなどに関し協同して事業を行うこととし、併せて住生活グループに対し、第三者割当の方法により

新株式1,215万株の発行および自己株式230万株の処分を行いました。加えて、当社筆頭株主でありました日新製鋼

株式会社は、その保有する当社株式の一部430万株を住生活グループに譲渡したため、筆頭株主が異動いたしまし

た。当社と住生活グループ間で具体的な提携内容の協議を進め、より高いシナジー効果の実現を追求するとともに、

両社それぞれの市場での優位性を高める努力をしてまいりました。

このような諸施策を実施してまいりましたが、当期の連結経営成績につきましては、新設住宅着工戸数の大幅な

減少の影響やリフォーム需要の低迷により、売上高は797億31百万円と前期に比して13.1％の減収となりました。

利益面につきましては、「サンウエーブ変革活動」の成果による生産性の向上、原価の低減、固定費の圧縮などの

収益改善に加え、住生活グループとの業務・資本提携によるシナジー効果の追求を行ってまいりましたが、売上高

の落ち込みによる収益の減少を補いきれず、営業利益９億43百万円（前期比4.4％減）、経常利益７億13百万円（前

期比20.9％減）と減益となりました。また当期純損失につきましては、保有する不動産の減損損失２億44百万円、保

有する投資有価証券に関する投資有価証券評価損を３億４百万円、将来の有利子負債の返済・繰上償還費用として

３億53百万円をそれぞれ特別損失に計上するなどを行った結果、最終的に５億81百万円（前期当期純利益５億31百

万円）の純損失計上のやむなきに至りました。

また、当社単独の業績につきましては、売上高727億50百万円（前期比12.5％減）、営業利益７億69百万円（前期

比3.0％減）、経常利益５億89百万円（前期比22.1％減）、当期純損失は６億51百万円（前期当期純利益４億48百万

円）となりました。

部門別の状況は以下のとおりであります。

（住宅用厨房設備機器部門）

当部門では、８月にシステムキッチン「ＢＭ」シリーズのフルモデルチェンジを行い中級・普及価格帯市場での

大幅な売上拡大を図ってまいりましたが、新設住宅着工戸数の極端な減少の影響により販売額が大幅に落ち込み、

当部門の売上高は644億14百万円（前期比12.2％減）となりました。

（住宅用衛生設備機器部門）

当部門では、コンポーネント洗面化粧台「サンレソナ」に普及価格帯のラインアップを追加するとともに、単体

洗面化粧台「Ｃシリーズ」のモデルチェンジを行い、低価格化に対応した新商品投入を行いましたが、全体的な販

売台数の低下により、当部門の売上高は74億37百万円（前期比15.4％減）となりました。

　

（業務設備機器部門）
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当部門では、グループ会社の株式会社ＳＷキッチンテクノが主体となり、ファストフード、ファミリーレストラン

などの外食業チェーン店をターゲットとして拡販に努めてまいりましたが、前期に好調だったファストフード店へ

の売上が激減し、当部門の売上高は69億93百万円（前期比21.2％減）となりました。

（その他の部門）

部品販売等の当部門の売上高は８億85百万円（前期比18.2％増）となりました。

 

(2）キャッシュ・フロー

当連結会計年度における営業活動による資金の増加は、62億55百万円（前年同期と比べ69億７百万円の収入増）

となりました。これは、売上債権の減少額23億30百万円、仕入債務の増加額５億59百万円があったこと等によるもの

です。 

投資活動による資金の減少は、10億37百万円（前年同期と比べ27億36百万円の支出増）となりました。これは、有

形及び無形固定資産の取得による支出６億85百万円があったこと等によるものです。

財務活動による資金の減少は、11億56百万円（前年同期に比べ３億51百万円の支出増）となりました。これは、短

期借入金及び長期借入金の返済による支出103億98百万円があったものの、社債の発行による収入、長期借入による

収入82億03百万円があったこと等によるものです。

以上の結果、当連結会計年度の資金は、前連結会計年度末に比べ40億58百万円増加し、112億62百万円となりまし

た。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当連結会計年度における生産実績を事業の部門の名称ごとに示しますと、次のとおりであります。

事業の部門の名称
当連結会計年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

 

前年同期比（％）

住宅用厨房設備機器（百万円） 41,423 88.2

住宅用衛生設備機器（百万円） 6,492 86.1

業務設備機器（百万円） 766 90.5

合計 48,682 88.0

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

当社グループは、見込生産を行っている為、記載を省略しております。

(3）販売実績

　当連結会計年度における販売実績を事業の部門の名称ごとに示しますと、次のとおりであります。

事業の部門の名称
当連結会計年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

 

前年同期比（％）

住宅用厨房設備機器（百万円）
64,414

(22,639)

87.8

(88.2)

住宅用衛生設備機器（百万円）
7,437

(1,019)

84.6

(83.7)

業務設備機器（百万円）
6,993

(6,233)

78.8

(77.9)

その他（百万円） 885 118.2

合計
79,731

(29,892)

86.9

(85.7)

　（注）１．（　）内の金額は商品の販売実績（内数）であります。

２．最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおり

であります。

相手先
前連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

住友林業（株）

販売高

（百万円）
割合（％）

販売高

（百万円）
割合（％）

9,943 10.8 9,231 11.6

３．上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

今後の見通しとしましては、住宅取得時の贈与税非課税枠の拡大や住宅エコポイント制度の導入など、住宅取得

を支援する政策が実施されるものの、平成22年度の新設住宅着工戸数は83万戸程度と引き続き低水準での推移が予

想され、住宅設備機器業界におきましても、厳しい市場環境での熾烈な販売競争を余儀なくされると思われます。

こうした経営環境のもと、当社と株式会社住生活グループの業務資本提携によるシナジーの最大化に向けた早急

な対応が求められるとの認識から、より踏み込んだ提携強化が必要であるとの判断に達し、平成22年４月１日を効

力発生日として、株式会社住生活グループを完全親会社、当社を完全子会社とする株式交換を実施しました。これに

より、住生活グループの水周り事業を担う株式会社INAXと当社の提携強化を図り、住生活グループの水回り設備事

業セグメントにおける最大シナジーを発揮するため、当社と株式会社ＩＮＡＸ両社の営業部門を統合した子会社

「株式会社ＩＮＡＸサンウエーブマーケティング」を共同出資で平成22年７月に設立することとしました。両社の

営業部門を統合することで、効率的且つきめ細かな営業を実現し、長期的な成長が期待されるストック市場への取

組を更に強化します。

平成22年度は当社グループにとって最も大きな変革の年になると認識しております。「新サンウエーブ創生」の

方針のもと、「お客様本位、品質重視」の商品およびサービスの提供に向けて、グループ全員一丸となって社業に邁

進し、住生活グループ内でのキッチン生産集約化を推し進めるとともに、水周り利益の最大化を目指してまいりま

す。

　

４【事業等のリスク】

　当社グループの事業展開について影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下のようなものがあります。なお、文中の

将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成22年6月16日）現在において判断したものであります。

(1) 住宅着工の動向が当社グループ業績に与える影響について　

　当社グループは、住宅用厨房設備機器（家庭用システムキッチン等）、住宅用衛生設備機器（洗面化粧台、　　シ

ステムバス等）、業務設備機器（業務用厨房、給食設備等）、その他の製造販売を行っております。

　平成19年３月期から平成22年３月期における連結ベースの事業の部門別売上高は下記の通りであります。

　新設住宅着工戸数は、平成19年６月20日から施行された改正建築基準法の影響は落ち着きを取り戻しつつある

ものの、景気の先行き不透明感から45年ぶりに80万戸を下回る低水準になりました。この影響を受け、平成22年３

月期の売上高は前期に比して13.1％の減収となりました。

 

 平成19年３月期平成20年３月期 平成21年３月期 平成22年３月期

売上高    　

住宅用厨房設備機器（百万円） 82,126 77,761 73,340 64,414

住宅用衛生設備機器（百万円） 10,928 10,099 8,794 7,437

業務設備機器（百万円） 7,214 6,981 8,871 6,993

その他（百万円） 1,303 1,372 749 885

合計 101,573 96,216 91,755 79,731

前期比増減（％） 9.5 △5.3 △4.6 △13.1

営業利益又は営業損失（△）

（百万円）
1,975 △600 986 943

前期比増減（％） 43.5 － － △4.4

新設住宅着工戸数（千戸） 1,285 1,036 1,039 775

前期比増減（％） 2.9 △19.4 0.3 △25.4

(注１) 売上高には、消費税等は含まれておりません。

(2) 経営成績の変動について　

　当社グループにおける経営成績上の特徴として、売上高、収益共に下期に比重がかかることが挙げられます。こ

れは、毎決算期の第１四半期における経営成績の進捗度に課題をかかえていることに拠るものであります。

　新築戸建物件においては、住宅の着工開始から数ヶ月のタイムラグを経てシステムキッチン等の搬入施工とな

るのが一般的となっております。従いまして、第１四半期の経営成績は、新築住宅の着工戸数が他の四半期に比し

て鈍化する傾向にある前年度第４四半期の影響を受けることになります。

　また、当社グループの主要な需要部門である建設業界においても売上高が下半期に比重がかかる傾向にあり、そ

の影響も受けるものであります。

EDINET提出書類

サンウエーブ工業株式会社(E02370)

有価証券報告書

 11/109



５【経営上の重要な契約等】

　（株式交換契約の締結） 

当社は、平成21年12月14日開催の取締役会において、株式会社住生活グループ（以下「住生活グループ」という。）と

の間で、住生活グループを完全親会社とし、当社を完全子会社とする株式交換（以下「本株式交換」という。）を行うこ

とを決議し、同日付で株式交換契約を締結いたしました。

　本株式交換契約は、平成22年２月25日開催の当社臨時株主総会にて承認されました。

なお、詳細については、第５経理の状況、１連結財務諸表等、(1)連結財務諸表、注記事項、（重要な後発事象）、及び第５

経理の状況、２財務諸表等、(1)財務諸表、注記事項、（重要な後発事象）を参照して下さい。

 （会社分割）

当社は平成22年５月18日開催の取締役会において、株式会社ＩＮＡＸ（以下「ＩＮＡＸ」という。）及び当社が平成22

年７月１日を効力発生日とする吸収分割により営業部門を分割し、株式会社ＩＮＡＸサンウエーブマーケティング（以

下「ＩＳＭ」という。)へ承継することを決議し、吸収分割契約を締結いたしました。

なお、詳細については、第５経理の状況、１連結財務諸表等、(1)連結財務諸表、注記事項、（重要な後発事象）、及び第５

経理の状況、２財務諸表等、(1)財務諸表、注記事項、（重要な後発事象）を参照して下さい。

 

６【研究開発活動】

当連結会計年度における状況と致しましては、リフォームの伸び悩みに加えマンション等の販売不振も続き、新設着

工の総計は約77.5万戸となり、受注獲得に向けた企業間競争はますます激しさを増しております。こうした中、変化する

マーケットに迅速且つ柔軟に対応する諸施策を進めながら、お客様の多様化したニーズへの対応をはじめ、企業側から

の新しい価値提案が求められると考えております。「お客様本位・品質重視」を基本方針に掲げ、市場の求める商品を

よりスピーディーに開発できる活動を推進してまいりました。お客様の視点に立ち、安全を優先すべく品質の作り込み

を行ない、部材の共通化を進めながら商品力強化、コスト競争力維持の両立を図ってまいりました。

また、提携先企業や住宅関連会社との共同開発にも積極的に取り組んでおり、幅広い観点から研究開発を行っており

ます。

事業の部門別の研究・開発活動は、次の通りであります。

　

（住宅用厨房設備機器事業）

生活者から見たキッチンの位置付けは、ますます重要視される傾向にあります。お客様の視点に立ち、新たな生活スタ

イルの提案や快適に使う為の機能提案をしていくことに加え、環境や社会貢献へつなげる為の研究および商品開発活動

を推進してまいりました。

具体的にはまず、平成21年８月に普及価格帯市場でのシェア拡大を狙い、「サンヴァリェエ＜アミィ＞」を商品化し

ました。市場で高い評価を得ているオリジナルアイテムのドアポケット、ＳＵＳデュアルコートシンク、人造大理石シン

クの設定や、扉シリーズの見直しなど、ひとクラス上の機能や清掃性、幅広いデザイン性とともに、リフォームなど小間

口にも対応できるよう奥行き60㎝でのバリエーションも拡大しています。

中級価格帯では、シェア回復につなげるため、平成22年2月に主力商品である「サンヴァリエ＜ピット＞」の扉・人造

大理石シンクのカラー追加により、低価格帯においてもトータルデザイン性の向上を狙いとした強化を行いました。

平成21年12月には、耐久性向上・CO2削減など環境配慮や、こだわりを持ったユーザーニーズを捕らえ＜ピット＞の特

徴である機能性とデザイン性を併せ持つステンレスキャビネット仕様の＜メタルピット＞　を発売（限定）しました。

また、システムキッチンと同時購入できるように小間口で必要な機能である食器棚・家電カ収納一体型スタイルをベー

スとしキッチンと扉意匠合わせできるな「キッチンファニチャー＜プラスエフ＞」を商品化しました。

　

　　当部門の研究開発費としては、４億53百万円であります。

　

（住宅用衛生設備機器事業）

当部門におきましても、厨房設備機器事業と同様のスタンスに立ちながら、キッチン・バス・洗面化粧台の３点セッ

ト提案ができる商品の強化に努めてまいりました。

平成21年10月にコンポーネント洗面化粧台「サンレソナ＜ＣＳ＞」を商品化しました。奥行き50㎝でもたっぷり収納

できる全引出し、豊富な扉バリエーション、体重計収納標準など普及価格帯でも充分な機能を搭載しています。併せて単

体洗面化粧台もモデルチェンジし洗面ラインアップを充実させるこで提案力の強化を図っています。

戸建て向け高級システムバスルーム「サンリフレ<ＢＲ－ワイド＞」につきましては、浴室とともに浴槽の保温性を

高めた「ダブル保温」など、浴室全体の省エネルギーと利便性でお客様からの高い評価を頂いております。

その商品開発ノウハウを活かしながら、施工性へも配慮し、分譲住宅等をはじめ、幅広い需要に提案できる「サンリフ

レ＜ＢＲファンタジア＞」とあわせて市場対応力の強化をしております。

　

当部門の研究開発費としては、１億８百万円であります。

　

（業務用設備機器事業）
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業務用設備機器業界におきましては、外食産業界における投資設備ニーズとして、業務効率化による収益体質の強化

が課題として挙げられています。

効率的で安全なサービスが提供できるよう、作業性や清掃性を追及した機器を安全でしかも低コストで提供していく

ことが必要となっております。

当社としましては、グループ会社で業務用設備機器の販売を手掛けている（株）ＳＷキッチンテクノとの連携を図り

ながら、市場の要求にあった商品開発・提案活動を推進してまいります。

　

当部門の研究開発費としては、21百万円であります。

　

当連結会計期間の研究開発費は、総額５億84百万円であります。

 

 

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

当連結会計年度の財政状態および経営成績の分析は、以下のとおりであります。

(1) 財政状態

①資産、負債の状況

　当連結会計年度末日における資産の状況は、前連結会計年度末日に比し、総資産が94百万円増加し670億59百万

円となりました。主たる内容といたしましては、資産の部においては売上高の減少に伴う受取手形及び売掛金の

減少額23億18百万円、普通社債の発行や借入金の増加による現金及び預金の増加額40億58百万円、負債及び純資

産の部においては、短期借入金の減少額50億円、社債（１年内償還予定の社債を含む）の増加額41億25百万円、

長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）の減少額18億48百万円あったこと等によります。純資産の

部においては、第三者割当増資及び自己株式の処分により資本金、資本剰余金がそれぞれ６億99百万円増加して

おります。　

　これらの結果、自己資本比率は50.8％となりました。

　

②キャッシュ・フローの概況

　 当連結会計年度におけるキャッシュ・フローの概況については「第２事業の状況」の「１業績等の概要」中

「(2）キャッシュ・フロー」の項に記載のとおりであります。

　 なお、主要財務指標は下表のとおりであります。

インタレスト・カバレッジ・レシオについては、平成20年３月期においては、平成19年９月に第４回転換社債

を償還したこと、また、この償還に伴い上記のコミットメントライン契約のうち50億円を借入実行したことによ

り19倍強となりました。

平成21年３月期においては、土地の売却収入に伴い債権流動化を抑制したことにより、営業キャッシュ・フ

ローがマイナスとなりました。 

 平成20年３月期 平成21年３月期 平成22年３月期 

自己資本比率(%) 46.5 48.4 50.8

時価ベースの自己資本比率(%) 10.3 10.8 33.5

キャッシュ・フロー対有利子負債比率(年) 3.0 － 1.6

インタレスト・カバレッジ・レシオ(倍) 19.4 － 23.0

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

自己資本比率：自己資本／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い

(注１)　いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。

(注２)　株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。

(注３)　キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。

(注４)　有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としております。

(注５)　平成22年３月29日付で上場廃止し、（株）住生活グループの子会社となったことに伴い、最終取引日である平成22年３月26

日の株価において算出しております。
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(2) 経営成績

①売上高

　売上高は、前期より120億23千万円減少し、797億31百万円（前年同期比13.1％減）となりました。これは、平成

19年６月20日に施行された改正建築基準法の影響は落ち着きを取り戻しつつあるものの金融危機の影響から経

済が落ち込み、景気の先行き不透明感から新設住宅着工戸数が大幅に減少したこと、加えてリフォーム市場も盛

り上がりを欠くなどしたことによるものです。

　部門別としましては、住宅用厨房設備機器部門では、平成21年８月に「ＢＭ」シリーズをモデルチェンジし、従

来より幅広い商品対応力をもった「サンヴァリエ＜アミィ＞」を発売開始いたしました。しかしながら、当部門

の売上高は644億14百万円（前年同期比12.2％減）となりました。住宅用衛生設備機器部門では、平成21年２月

に発売を開始したコンポーネント洗面化粧台「サンレソナ」シリーズに普及価格帯のラインアップを追加し10

月に発売開始をし、さらに低価格化に対応した洗面化粧台「Ｃシリーズ」のモデルチェンジを行いましたが、当

部門としての売上高は74千37百万円（前年同期比15.4％減）となりました。業務設備機器部門では、グループ会

社の株式会社ＳＷキッチンテクノが主体となり、外食産業に対し積極的な提案活動を行いましたが、当部門とし

ての売上高は69千93百万円（前年同期比21.2％減）となりました。その他の部門では、物流業務、保険事業等が

ありますが、当部門としての売上高は８億85百万円(前年同期比18.2％増）となりました。

②営業利益

　売上原価は前期より96億87百万円減少し、540億56百万円（前年同期比15.2％減）となりました。これは、「サ

ンウエーブ変革活動」の成果による生産性の向上、原価の低減、固定費の圧縮等の収益改善と住生グループとの

業務・資本提携によるシナジー効果を追求したものですが、売上高減少の影響を補いきれず、売上総利益は23億

36百万円減少し、256億74百万円（前年同期比8.3％減）、営業利益は42百万円減少し、９億43百万円（前年同期

比4.4％減）となりました。

③経常利益

　営業外損益は、子会社の設立に伴うアドバイザリー手数料等の営業外費用が発生し、営業外損益の純額で２億

30百万円の損失（前期は84百万円の損失）となり、経常利益は７億13百万円（前年同期比20.9％減）となりま

した。

④税金等調整前当期純損失

　特別損失につきましては、保有する不動産の減損損失２億44百万円、保有する投資有価証券に関する投資有価

証券評価損３億４百万円、将来の有利子負債の返済・繰上償還費用として３億53百万円等を計上しました。　　　　

その結果、税金等調整前当期純損失は３億85百万円（前期は10億９百万円の税金等調整前当期純利益）となり

ました。

⑤当期純損失

　法人税等を１億41百万円、法人税等調整額を54百万円計上したことにより、当期純損失は５億81百万円（前期

は５億31百万円の当期純利益）となりました。

EDINET提出書類

サンウエーブ工業株式会社(E02370)

有価証券報告書

 14/109



第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当連結会計年度は、生産部門においては、システムキッチン生産設備の生産性向上を図るため、経常的改善とあわせ、

深谷製作所において１億63百万円、桐生製作所において２億30百万円を投資しました。これらを含め、当連結会計年度

の設備投資額は７億88百万円であります。

　なお、機械装置を中心として設備更新のための除却損84百万円を計上しております。

２【主要な設備の状況】

(1）提出会社

事業所名
(所在地)

事業の部
門等の名
称

設備の内
容

帳簿価額

従業
員数
(名)

建物及び
構築物
（百万円）

機械装置
及び運搬
具
（百万円）

土地
（百万円）
(面積㎡)

リース資
産
（百万
円）

その他有
形固定資
産
（百万
円）

合計
（百万円）

深谷製作所

（埼玉県深谷市）
生産部門 生産設備 1,957 1,727

517

(160,310)
114 77 4,396259

桐生製作所

（群馬県桐生市）
生産部門 生産設備 635 640

332

(119,956)
93 53 1,755125

社製作所

（兵庫県加東市）
生産部門 生産設備 1,093 254

1,014

(64,783)
－ 29 2,39276

東京支社

（東京都千代田区）

他関東甲信越地区６支店27カ所

販売部門 販売設備 277 －
261

(1,026)
－ 21 560495

関西支社

（大阪府大阪市中央区）

他関西四国地区２支店13カ所

販売部門 販売設備 173 0
85

(177)
－ 11 270224

中部支社

（愛知県名古屋市千種区）

他東海地区２支店10カ所

販売部門 販売設備 105 －
87

(208)
－ 9 202153

九州支店

（福岡県福岡市博多区）

他８カ所

販売部門 販売設備 433 2
1,300

(43,068)
－ 4 1,741128

北海道支店

（北海道札幌市豊平区）

他６カ所

販売部門 販売設備 87 －
320

(6,695)
2 3 413 79

東北支店

（宮城県仙台市泉区）

他６カ所

販売部門 販売設備 94 －
33

(196)
2 1 130 70

中国支店

（広島県広島市安佐南区）

他５カ所

販売部門 販売設備 63 －
413

(788)
－ 5 482 69

北海道物流センター

（北海道恵庭市）
その他 物流設備 359 0

600

(45,990)
－ 1 961－

本社ほか

（東京都千代田区、新宿区）
管理部門

その他設

備
1,172 5

4,858

(32,105)
190 38 6,264307
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　（注）１．投下資本は有形固定資産（建設仮勘定は除く。）の平成22年３月31日現在の帳簿価額であります。

２．事業部門等の名称については、当社は事業の種類別セグメント情報を記載していないため、上記のように職

能部門別で記載しております。

３．上記のうち関係会社等に建物（サンウエーブレクア（株）94㎡、（株）ＳＷキッチンテクノ745㎡、サンウ

エーブメンテナンス（株）94㎡、サンウエーブリビングデザイン（株）57㎡）を賃貸しております。

４．上記以外にコンピュータ並びに自動車その他をリースによって使用しております。その主なものは下記のと

おりであります。

名称 台数（台） 年間リース料（百万円） リース期間

大型コンピュータ 3 47 主として４年

端末機 1,910 68 主として４年

その他ＯＡ機器 579 49 主として４年

自動車 678 201 主として５年

型 890 198 主として３年

　（注）　所有権移転外ファイナンスリース契約

 

(2）国内子会社

会社名
事業所名
(所在地)

事業部門
等の名称

設備の内
容

帳簿価額
従業
員数
(名)

建物及び
構築物
（百万円）

機械装置
及び運搬
具
（百万円）

土地
（百万円）
(面積㎡)

リース資
産
（百万円）

その他有
形固定資
産
（百万円）

合計
（百万円）

サンウ

エーブレ

クア

（株）

深谷物流センター

（埼玉県深谷市）
その他 物流設備 0 2 － － 0 2 18

桐生物流センター

（群馬県桐生市）
その他 物流設備 0 2 － － － 3 5

戸田物流センター

（埼玉県戸田市）
その他 物流設備 0 0 － － 0 1 3

社物流センター

（兵庫県加東市）
その他 物流設備 － 4 － － 1 6 15

九州物流センター

（福岡県八女郡広

川町）

その他 物流設備 － 1 － － 0 1 6

本社ほか

（東京都千代田

区）

管理部門

他

その他設

備
0 0 － 36 0 37 89

 
第４営業部ほか

（埼玉県戸田市）

販売部門

他

その他設

備
0 0 － 3 1 4 18

（株）ＳＷ

キッチンテ

クノ

大阪営業所

（大阪府大阪市中

央区）

販売部門 － 0 － － － － － 6

 
本社ほか

（東京都新宿区）

管理部門

他

その他設

備
0 － － － 0 1 80

サンウ

エーブメ

ンテナン

ス（株）

技術開発チーム

（埼玉県さいたま

市浦和区）

その他
その他設

備
0 － － － － 0 7

 

本社ほか

（東京都千代田

区）

管理部門

他

その他設

備
－ － － － － － 56

　（注）１．投下資本は有形固定資産（建設仮勘定は除く。）の平成22年３月31日現在の帳簿価額であります。

２．事業部門等の名称については、当社は事業の種類別セグメント情報を記載していないため、上記のように職

能部門別で記載しております。
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３【設備の新設、除却等の計画】

（１）重要な設備の新設等

①　提出会社

事業所名
（所在地）

事業部門等の名称
設備の
内容

投資予定額
資金調達
方法

着手年月
完成予定
年月

完成後の
増加能力

総額
（百万円）

既支払額
（百万円）

深谷製作所　

（埼玉県深谷市）　
生産部門　

システムキッ

チン等の生産

設備　

450 － 自己資金　 平成22年４月平成23年４月

品質向上を図る

ため能力の増加

は殆どなし　

桐生製作所　

（群馬県桐生市）　
生産部門

システムバス

等の生産設備　
260 － 自己資金 平成22年４月平成23年４月

品質向上を図る

ため能力の増加

は殆どなし　

　（注）金額には、消費税等は含まれておりません。

②　国内子会社

　該当事項はありません。

（２）重要な設備の除却等

①　提出会社

　該当事項はありません。

②　国内子会社

　該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 120,000,000

計 120,000,000

　

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成22年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年６月16日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 62,546,500 62,546,500 －
単元株式数は1,000株

であります。

計 62,546,500 62,546,500 － －

 （注）平成22年３月29日付で上場廃止し、平成22年４月１日付で（株）住生活グループの子会社となりました。

（２）【新株予約権等の状況】

　　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

平成22年２月１日以後に開始する事業年度に係る有価証券報告書から適用されるため、記載事項はない。

　　

　

（４）【ライツプランの内容】

　　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増減
額（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成21年６月19日

（注）
12,150,00062,546,500 699 14,551 699 13,051

（注）　　有償第三者割当増資

発行価格　　　　143円

資本組入額　　　71円50銭 
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（６）【所有者別状況】

 平成22年３月31日現在

区分

株式の状況（1単元の株式数1,000株） 単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

 外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 32 15 212 42 1 2,336 2,638 －

所有株式数

（単元）
－ 6,593 2,715 35,732 5,821 2 10,99761,860686,500

所有株式数の

割合（％）
－ 10.6 4.4 57.8 9.4 0.0 17.8 100 －

　（注）１．自己株式は44,745株であり、「個人その他」の欄に44単元及び「単元未満株式の状況」の欄に745株含めて記

載しております。なお、期末日現在の実保有株式数と一致しております。

２．「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が１単元含まれております。

（７）【大株主の状況】

 平成22年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に対す
る所有株式数の割合

（％）

（株）住生活グループ 東京都江東区大島二丁目１番１号　 18,750 29.98

日新製鋼(株) 東京都千代田区丸の内三丁目４番１号 12,523 20.02

サンウエーブ取引先持株会 東京都千代田区猿楽町二丁目６番10号 2,885 4.61

UBS AG LONDON A/C IPB SEGREGATED CLIENT

ACCOUNT

（常任代理人　シティバンク銀行（株））　

AESCHENVORSTADT 48 CH-4002 BASEL

SWITZERLAND　

東京都品川区東品川二丁目３番14号

2,160 3.45

ゴールドマンサツクスインターナショナル

（常任代理人　ゴールドマン・サックス証券

（株））　

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB,U.K　

東京都港区六本木六丁目10番１号
1,871 2.99

サンウエーブ自社株投資会 東京都千代田区猿楽町二丁目６番10号 1,187 1.90

(株)三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 1,172 1.88

みずほ証券（株） 東京都千代田区大手町一丁目５番１号 999 1.60

三菱ＵＦＪ証券(株) 東京都千代田区丸の内二丁目５番２号 964 1.54

日本興亜損害保険(株) 東京都千代田区霞が関三丁目７番３号 843 1.35

計 － 43,356 69.32

　（注）１．上記所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。

日本トラスティ・サービス信託銀行（株）1,823千株

２．上記のほか自己株式44千株あります。

３．提出日現在、株主は（株）住生活グループ、日新製鋼（株）の２社になっております。　
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（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成22年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 44,000

完全議決権株式（その他） 普通株式 61,816,000 61,816 －

単元未満株式 普通株式 686,500 － －

発行済株式総数 62,546,500 － －

総株主の議決権 － 61,816 －

（注）１．「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式745株が含まれております。

　２．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれております。また、「議

決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれております。

②【自己株式等】

　 平成22年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

サンウエーブ工業（株）
東京都千代田区猿楽

町二丁目６番10号
44,000 － 44,000 0.07

計 － 44,000 － 44,000 0.07

 

 

（９）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】   会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

 

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 25,389 7,033,834

当期間における取得自己株式 － －

　

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（円）
株式数（株）

処分価額の総額

（円）

引き受ける者の募集を行った取得自

己株式
2,300,000328,900,000 － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － 44,74513,157,570

合併、株式交換、会社分割に係る移転

を行った取得自己株式
－ － － －

そ　の　他　

(－）　
－ － － －

保有自己株式数 44,745 － － －
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３【配当政策】

　当社は、業績に応じた株主各位への適切な利益還元の実施を重要な経営方針の一つとしております。これからの業績

見通しを踏まえつつ、長期的視点に立ち、今後の収益力や財務体質の強化に向けた事業展開に必要な内部留保の確保

を図りながら、株主各位への利益還元を安定かつより充実させることを配当政策の基本方針としております。

　また、当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。これらの剰余金

の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

　内部留保資金につきましては、収益基盤の充実と競争力強化のための投資、ならびに財務体質の維持・強化に活用

し、効率的な経営による企業価値の向上に努めてまいります。

　　当社は、「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定め

ております。

　なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

平成22年６月16日

定時株主総会決議
156 2.5

　

 

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第74期 第75期 第76期 第77期 第78期
決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

最高（円） 470 450 340 215 360

最低（円） 316 306 120 102 133

　（注）　１．最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

２．平成22年３月29日付で上場廃止し、（株）住生活グループの子会社となったことに伴い、最終取引日であ

る平成22年３月26日までの株価について記載しております。　

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成21年10月 11月 12月 平成22年１月 ２月 ３月

最高（円） 264 276 305 318 339 360

最低（円） 227 186 205 287 294 322

　（注）　１．最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

２．平成22年３月29日付で上場廃止し、（株）住生活グループの子会社となったことに伴い、最終取引日であ

る平成22年３月26日までの株価について記載しております。　
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

代表取締役

取締役社長
　 織田　昌之助 昭和21年11月13日生

昭和45年４月当社入社

平成４年７月 当社横浜支店長

平成８年７月 当社特需営業部長

平成11年６月当社取締役

平成12年６月当社統括販売部長兼東京支社長

平成14年４月当社販売本部長

平成14年６月当社常務取締役

平成15年６月当社取締役執行役員専務、販売本部長

平成16年１月当社取締役専務、販売本部・品質保証担

当

平成16年６月当社取締役専務、社長代行、品質保証室、

開発室、企画本部担当

平成17年４月当社代表取締役　取締役社長

平成20年４月当社販売本部長

平成21年６月当社代表取締役社長

平成22年６月当社代表取締役　取締役社長（現任）

(注)４
63

(注）６

代表取締役

取締役副社

長

　

社長代行なら

びにサンウ

エーブレクア

株式会社代表

取締役社長

増原　憲一 昭和21年11月12日生

昭和52年９月日新製鋼株式会社入社

平成５年10月同社鉄鋼研究所塗覆装研究部長

平成11年６月同社技術研究所表面処理研究部長

平成13年６月同社塗装・外装建材事業部市川製造所

長

平成15年６月同社執行役員

平成17年４月同社顧問　

当社執行役員専務、生産技術担当

平成17年６月当社取締役専務

当社品質保証、開発、生産を統括

平成18年４月当社開発・生産本部長、ＣＳ・品質統括

管掌

平成18年６月当社専務取締役

平成19年６月当社取締役副社長（現任）

サンウエーブレクア株式会社代表取締

役社長（現任）

平成20年４月当社代表取締役（現任）

(注)４
28

(注）６　

常務

取締役

人事、情報シ

ステムなら

びに内部監

査について

上田常務取

締役を補佐

山中　　均 昭和22年４月10日生

昭和45年４月当社入社

平成10年６月当社人事部長

平成12年３月当社総務・人事部長

平成13年６月当社取締役総務・人事部長

平成15年６月当社取締役執行役員専務、企画本部長

平成16年６月当社常任監査役（常勤）

平成18年６月当社取締役

当社専務役員

人事部長

平成20年４月当社常務取締役、情報システム、内部監

査管掌

平成22年４月当社常務取締役、人事、情報システム、内

部監査について上田常務取締役を補佐

（現任）

(注)４
21

(注）６
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

常務

取締役
購買を担当 岡村　治孝 昭和28年２月27日生

昭和51年４月当社入社

平成13年５月当社生産管制室生産管理部長

平成15年２月当社生産本部生産企画部長

平成15年６月当社取締役当社コスト構造改革担当

平成16年４月当社執行役員専務、業務革新本部長

平成17年６月当社専務役員

当社情報システム管掌、社長特命事項担

当

平成18年４月当社購買担当

平成19年６月当社開発・生産本部副本部長〔購買、需

給・施工管理担当〕

平成20年４月当社開発・生産本部副本部長（購買担

当）、併せて特命事項（電気こんろ改修

推進）

平成22年４月当社購買を担当（現任）

平成22年６月当社常務取締役（現任）

(注)４
13

(注）６

常務

取締役　
経営統括室長 上田　正義 昭和27年11月23日生

昭和51年４月当社入社

平成６年４月 当社北関東支店長

平成12年９月当社購買部長

平成14年４月当社販売本部副本部長、東京支社長

平成15年６月当社執行役員常務

平成16年１月当社執行役員専務、販売本部長

平成16年６月当社取締役

平成17年４月当社執行役員専務、ビジネスパートナー

ズ本部長

平成17年６月当社専務役員

当社購買、生産調達管掌

平成18年４月当社需給・施工管理管掌、開発企画、開

発担当

平成19年４月当社開発・生産本部副本部長〔開発企

画、開発担当〕、お客様サービス管掌

平成20年４月当社経営管理、財務管掌、開発・生産本

部副本部長〔開発企画、開発担当〕

平成22年４月当社経営統括室長（現任）

平成22年６月当社常務取締役（現任）

(注)４
17

(注）６
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役 販売本部長 村重　英昭 昭和27年10月12日生

昭和50年４月当社入社

平成６年４月 当社埼玉支店長

平成９年６月 当社東京支社販売部長

平成11年４月当社関西支社神戸支店長

平成15年２月当社物流施工部長

平成17年４月当社販売本部販売企画部長

平成17年６月当社常務役員、販売本部販売企画部長

平成18年４月当社専務役員、販売本部販売企画部長な

らびに販売全般に亘る業務基盤整備を

担当

平成19年４月当社専務役員、販売本部北海道支店長

平成19年６月当社上席執行役員、販売本部北海道支店

長

平成20年４月当社上席執行役員、北海道支店長ならび

に東北支店を担当

平成21年４月当社上席執行役員

販売本部長（現任）

平成21年６月当社取締役（現任）

(注)４
6

(注）６

取締役
販売本部

中部支社長　
上野　武志 昭和28年11月29日生

昭和47年４月当社入社

平成10年10月当社名古屋支社ハウス営業部長

平成11年４月当社名古屋支社直需部長

平成12年６月当社名古屋支社販売第２部長

平成14年４月当社販売本部名古屋支社販売部長

平成15年６月当社販売本部中部支社販売部長

平成16年１月当社執行役員、販売本部中部支社長

平成17年６月当社販売本部中部支社長

平成19年６月当社執行役員、販売本部中部支社長

平成21年４月当社上席執行役員

販売本部中部支社長（現任）

平成22年６月当社取締役（現任）

(注)４
1

(注）６

取締役

販売本部

東京支社長な

らびに東関東

支店、横浜支

店および首都

圏特需を担当

坂本　一郎 昭和32年３月31日生

平成54年４月当社入社

平成14年５月当社販売本部東関東支店長

平成16年４月当社企画本部総務・人事部長

平成17年４月当社販売本部横浜支社長

平成18年６月当社販売本部横浜支店長

平成19年６月当社執行役員、販売本部横浜支店長

平成22年４月当社執行役員、販売本部東京支社長なら

びに東関東支店、横浜支店および首都圏

特需を担当（現任）

平成22年６月当社取締役（現任）

(注)４
8

(注）６
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役 　 杉野　正博 昭和19年11月18日生

昭和42年４月株式会社ＩＮＡＸ入社

平成２年１月 同社営業本部商品企画統括部商品第１

部長

平成４年１月 同社取締役、新建材事業部長

平成６年１月 同社建材事業本部タイル事業部長

平成８年１月 同社常務取締役、建材事業本部長

平成11年４月同社経営管理統括部長

平成12年１月同社専務取締役

平成13年10月同社代表取締役社長

平成16年６月同社代表取締役　社長執行役員

平成19年６月同社代表取締役会長（現任）

株式会社住生活グループ代表取締役社

長（現任）

平成21年６月当社取締役（現任）

(注)４ －

　取締役　 　 三喜　俊典 昭和25年９月７日生

昭和50年４月日新製鋼株式会社入社

平成９年６月 同社堺製造所製造部次長

平成10年６月同社堺製造所生産管理部次長

平成11年６月同社堺製造所生産管理部長

平成12年４月同社東予製造所副所長

平成12年６月同社東予製造所長

平成14年10月同社薄板・表面処理事業本部商品開発

部長

平成15年６月同社執行役員商品開発部長

平成17年４月同社執行役員堺製造所長

平成20年４月同社常務執行役員名古屋支店長　

平成22年４月同社常務執行役員（現任）

平成22年６月当社取締役（現任）　

(注)４ －

取締役 　 川本　隆一 昭和27年10月８日生

昭和51年４月株式会社ＩＮＡＸ入社

平成８年１月 同社住空間事業本部設備事業部設備商

品開発室長

平成12年１月同社取締役、住空間事業本部設備事業部

長

平成15年４月同社経営企画部長、兼マーケティング部

長

平成15年６月同社常務取締役

平成16年４月同社タイル建材事業部長、兼マーケティ

ング部長

平成16年６月同社取締役、常務執行役員

平成18年６月同社取締役、専務執行役員、事業本部長

兼国際事業本部長

平成19年６月同社代表取締役社長執行役員（現任）

平成20年４月同社経営戦略本部長（現任）

平成22年６月当社取締役（現任）

(注)４ －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

　取締役　 　 金森　良純 昭和29年１月23日生

昭和52年４月トステム株式会社（現株式会社住生活

グループ）入社

平成７年５月 同社経理本部企画管理部長

平成12年６月同社執行役員経理本部経理部長

平成13年10月同社執行役員経理統括グループリー

ダー

平成16年５月同社執行役員戦略企画室長

平成19年２月同社執行役員経理財務部長兼戦略企画

室長

平成19年６月同社取締役

平成21年６月当社監査役（非常勤）

平成22年４月同社取締役専務執行役員（現任）

平成22年６月当社取締役（現任）

(注)４ －

監査役 　 佐藤　　豊 昭和26年10月２日生

昭和45年４月当社入社

平成７年４月 当社大阪支社大阪北支店長

平成10年４月当社東関東支店長

平成13年５月当社生産管制室外注管理部長

平成14年10月当社販売本部特需事業部長

平成15年６月当社執行役員常務

平成16年４月当社執行役員専務、ビジネスパートナー

ズ本部長

平成16年６月当社取締役

当社執行役員専務、ビジネスパートナー

ズ本部長

平成17年４月当社品質保証室・開発室担当

平成17年10月当社お客様サービス、品質保証、開発、需

給・施工管理管掌

平成18年４月当社取締役常務

当社販売本部関西支社長

平成18年６月当社常務取締役

当社販売本部関西支社長

平成19年４月当社販売本部長を補佐、併せて特命事項

〔リテール営業拡大の推進〕

平成20年４月当社取締役、社長付

平成20年６月当社常任監査役（常勤）

平成22年６月当社監査役（常勤）（現任）

(注)５
18

(注）６
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

監査役 　 星隈　　豊 昭和26年８月20日生

昭和49年４月日新製鋼株式会社入社

平成11年４月同社堺製造所製造部長

平成12年４月同社堺製造所生産管理部長

平成16年４月同社ＰＩ推進部担当部長

平成19年６月当社監査役（常勤）（現任）

(注)５
15

(注）６

監査役 　 鈴木　政一 昭和25年５月12日生

昭和46年４月当社入社

平成19年４月当社経営企画部専門部長

平成20年４月サンウエーブ健康保険組合常務理事

サンウエーブ企業年金基金常務理事 

平成21年６月当社監査役（常勤）（現任）

(注)５
3

(注）６

監査役 　 西村　正一 昭和20年６月26日生

昭和43年４月株式会社ＩＮＡＸ入社

平成２年１月 同社生産本部外装建材統括部協力工場

部長

平成６年１月 同社建材事業本部タイル事業部外装生

産部長

平成８年１月 同社取締役建材事業本部公共エクステ

リア事業部長

平成13年10月同社取締役経営管理統括部長

平成14年１月同社常務取締役経営管理統括部長

平成16年６月同社取締役専務執行役員経営管理本部

長

平成18年６月同社取締役専務執行役員経営管理本部

長（代表取締役）

平成19年６月株式会社住生活グループ常勤監査役

（現任）

平成22年６月当社監査役（現任）

(注)５ －

    計  
193

(注）６　

　（注）１．取締役 杉野正博、三喜俊典、川本隆一及び金森良純の各氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であり

ます。

２．監査役 星隈豊、西村正一の各氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

３．当社では、取締役とは別に業務執行機能を担う役員制度（執行役員制度)を導入して業務執行体制を強化し

ております。執行役員制度を構成する役員は18名で、上席執行役員４名、執行役員14名を配置しております。

４．平成22年６月16日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

５．平成20年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

６．所有株式数については、平成22年３月29日付で上場廃止し、平成22年４月１日付で（株）住生活グループの

子会社となったため、平成22年３月31日現在の所有株式数にて記載しております。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

　当社は、コーポレート・ガバナンスの充実・強化が企業価値を更に高めていくには不可欠であるとの認識のもと、

以下の考え方に基づき、各種施策に取組んでおります。

１．取締役会の構成人員（取締役数）は適正規模を保ち、法令で定められた事項や重要な経営事項が、十分かつ適正

な議論を経て、より迅速で戦略性の高い意思決定ができるような体制を常に維持するよう努める。

[現行の取締役数は12名となっております。この取締役と監査役で構成する取締役会を原則月１回開催しており

ます。]

２．激変する経営環境を先取りし、迅速かつ適宜に対応する取締役の経営責任を明確にするよう努める。

[この明確化の一環として取締役の任期は１年としています。]

３．業務執行体制とその権限と責任を明確にしながら、経営の効率化を推進する。

[取締役とは別に業務執行機能を担う役員制度〈執行役員制度〉を導入しております。また、業務執行にかかわ

る重要事項を審議するため、取締役会とは別に経営執行戦略会議〈社長の諮問機関〉を原則月２回開催してお

ります。] 

４．企業の透明性ならびに業務遂行の適法性と適正性の維持・向上に努める。

[内部監査部を設け、当社およびグループ会社の業務が、法令・社内規程等に従って効率的に遂行されているか

等について実地に評価・検証しております。また、社外監査役２名を含む４名で構成する監査役会を設け、この

監査役会が定めた監査計画に従って、各監査役は厳正な監査を行っております。また、会計監査人を選定してお

り、監査役と緊密な連携をとって監査を行っております。] 

５．高い倫理観に基づいた事業活動を推進する。

[企業行動基準を制定するとともに、社員が遵守すべき行動規範と行動マニュアルを定めて、これに基づく行動

の徹底を図っております。] 

（注）上記５項目の[　]内の記載は現況の説明であります。

① 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等

イ． 会社の機関の基本説明

当社は監査役制度を採用しており、現在、監査役４名のうち社外監査役が２名となっております。

ロ． 会社の機関及び内部統制の仕組みは下記のとおりであります。

 

 ハ． 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

　当社は、会社法に基づく「取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その

他株式会社の業務の適正を確保するために法務省令で定める体制」の構築に関する基本方針を以下のとお

り定め、この基本方針により構築する体制の下で会社業務の適法性・効率性の確保ならびにリスク管理に努

めるとともに、社会経済情勢その他環境の変化に即応して見直しを行い、内部統制システムの改善・充実を

鋭意推進しております。  
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１）取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

イ）取締役会は、取締役会付議・報告基準を整備し、当社基準に則り、業務執行を決定する。 

ロ）取締役は、業務執行状況を取締役会に報告するとともに、他の取締役の職務執行を相互に監視・監督す

る。 

ハ）反社会的勢力および団体とは断固として対決し、反社会的勢力との一切の関係を断絶することを基本方

針とする。 

ニ）反社会的勢力に対する対応を「行動マニュアル」に定め、周知徹底する。 

ホ）コンプライアンス体制に係る規定として、役員および使用人が法令・定款および会社の経営理念を遵守

した行動をとるための「企業行動基準」ならびに「行動規範」を定める。また、その徹底を図るため、

「リスクマネジメント推進委員会」において、コンプライアンスリスクに関する問題点の把握と対応方

針の検討を行うとともに、役員および使用人が法令・定款に違反する行為を発見した場合の相談・通報

窓口として、社内・グループ会社内・社外（弁護士）に「コンプライアンスホットライン」を設置、運営

する。  

２）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

取締役の職務執行に係る情報の保存および管理について、「文書規程」に従い、職務執行に係る情報を文

書または電磁的に記録し、保存する。取締役および監査役は、常時、これらの文書等を閲覧できる体制を構築

する。  

３）損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

イ）経営管理管掌役員を委員長として、各部門長から構成する「リスクマネジメント推進委員会」を設置

し、基本方針、推進体制その他重要事項を決定する。 

ロ）「リスクマネジメント規程」を制定し、リスクカテゴリーごとの責任部署を定め、グループ全体のリス

クを網羅的・総合的に管理するリスクマネジメント体制を構築するとともに、内部監査部門がリスクカ

テゴリーごとのリスク管理状況を監査し、定期的に取締役社長に報告する。 

４）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

「組織規定」に規定する職務権限および意思決定ルールにより、適正かつ効率的に職務の執行が行われ

る体制を確保する。  

５）使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

イ）反社会的勢力および団体とは断固として対決し、反社会的勢力との一切の関係を断絶することを基本方

針とする。 

ロ）反社会的勢力に対する対応を「行動マニュアル」に定め、周知徹底する。 

ハ）コンプライアンス体制に係る規定として、役員および使用人が法令・定款および当社の経営理念を遵守

した行動をとるための「企業行動基準」ならびに「行動規範」を定める。また、その徹底を図るため、

「リスクマネジメント推進委員会」において、コンプライアンスリスクに関する問題点の把握と対応方

針の検討を行うとともに、役員および使用人が法令・定款に違反する行為を発見した場合の相談・通報

窓口として、社内・グループ会社内・社外（弁護士）に「コンプライアンスホットライン」を設置、運営

する。 

６）当該株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

「グループ会社管理規程」に従い、子会社管理の主管部署の統括の下、社内各部署が、子会社業務の適正

を確保するため、監督、指導を行う体制を構築する。子会社は、当社内部監査部門および監査役、監査法人の定

期的監査を受けるとともに、当社の担当役員と定期的に情報交換を行い、コンプライアンス上の課題、問題の

把握に努める。 

７）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項 

監査役の職務を補助する組織は総務部とする。監査役が補助すべき使用人を置くことを要請したときは、

取締役社長との間で意見交換を行うこととする。 

８）前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項 

　補助すべき使用人を置いた場合は、その人事異動については、監査役会の意見を尊重する。 

９）取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制 

取締役および使用人は、監査役会の定めるところに従い、監査役の要請に応じて必要な報告を行う。  

10）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

監査役会に対して、業務執行取締役および重要な使用人からヒヤリングを実施する機会を確保するとと

もに、取締役社長、監査法人とそれぞれ定期的に意見交換を実施する。また、内部監査部門との緊密な連携を

保つとともに、必要に応じて内部監査部門に調査を求めることができる体制とする。  

EDINET提出書類

サンウエーブ工業株式会社(E02370)

有価証券報告書

 30/109



ニ． 内部監査及び監査役監査の状況

１）内部監査部門として内部監査部(３名)を設置しております。同部は、法令・社内規則の遵守および業務の

プロセスの検証等の視点から毎年監査計画を立案して、これに基づく内部監査を継続的に実施しており

ます。監査結果については、経営層及び監査役に報告すると共に、被監査部門に対しては改善事項の指摘、

指導を行い、必要に応じて再度監査を行うなど有効性の高い内部監査に努めております。

２）監査役監査につきましては、各監査役は監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、分担

等に従い、取締役会その他重要な会議に出席するほか、取締役及び管理職等からその職務の執行状況を聴

取するとともに、事業所及び子会社への往査の実施などの方法を通じて、厳正な監査を行っております。

　なお、監査役津田与員氏は、日新製鋼株式会社のＣＦＯ（財務担当最高責任者）であり、財務及び会計に

関する相当程度の知見を有しております。また、監査役金森良純氏は、トステム株式会社及び株式会社住

生活グループにおいて経理部長、経理財務部長等を歴任し、財務及び会計に関する相当程度の知見を有し

ております。

３）監査役と会計監査人の連携状況につきましては、監査役は監査の実効性を確保するため、監査計画・監査

実施状況等について定期的に監査法人と意見交換を行っております。

４）監査役と内部監査部門の連携状況につきましては、監査役は監査の実効性を確保するため、内部監査部の

監査計画・監査実施状況等について定期的に意見交換を行うとともに、必要に応じて内部監査部に調査

を求めることが出来る体制をとっております。

ホ． 会計監査の状況

　当社の会計監査業務を執行した公認会計士は潮来克士氏及び筆野力氏、並びに田中量氏であり、あずさ監査

法人に所属しております。なお、当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士３名、その他10名でありま

す。公認会計士及び監査法人と当社の間には特別な利害関係はなく、当社と監査法人との間で監査契約を締

結し、当社グループの会社法監査および金融商品取引法監査を受けております。

ヘ． 社外取締役及び社外監査役

１）社外取締役・社外監査役の員数

当社の社外取締役は４名、社外監査役は２名であります。

２）社外取締役及び社外監査役と当社との関係　

　社外取締役の杉野正博氏は、株式会社住生活グループの代表取締役社長を兼務しており、当社と同社と

の間で、株式交換契約を行っております。また、社外取締役の三喜俊典氏は日新製鋼株式会社の常務執行

役員を社外取締役の川本隆一氏は株式会社ＩＮＡＸの代表取締役を社外取締役の金森良純氏は株式会社

住生活グループの取締役専務執行役員を兼務しております。当社との間には、その他に特別な利害関係は

ありません。

３）企業統治において果たす機能及び役割

　主に法令や定款の遵守並びに財務、会計等の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行っており

ます。　

４）選任状況の考え方

　親会社出身としての豊富な経験と高い見識を当社の事業活動の監督に取り入れる観点から選任してお

ります。　

５）社外取締役及び社外監査役による監督又は監査と内部監査・監査役監査・会計監査との相互連携

　社外取締役は、外部的視点から当社経営への助言機能としての役割を担い、社外取締役が業務執行から

独立した立場で取締役会に加わることにより、取締役会の経営監督機能の一層の強化を図っております。

　常勤の社外監査役は内部監査部門、会計監査人及び内部統制部門とは定期的に監査計画や監査結果につ

いての情報交換、内部統制の整備状況に関する報告の聴取をするなど連携を密にすることで監査の実効

性を確保しており、こうして得られた情報は他の社外監査役と共有しております。　

② リスク管理体制の整備の状況

　当社におけるリスク管理は、取引先信用リスク、品質リスク、天災リスク、情報漏洩リスクなどの個々のリスク

に対し、グループ会社をも含め包括的に対処するリスク管理を組織的に行うことを基本とし、体制の強化に努め

ております。
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③ 役員報酬等

イ．役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数 

　 　 報酬等の種類別の総額(百万円） 　

役員区分　
報酬等の総額

(百万円）　
基本報酬 賞与　 退職慰労金　

対象となる役員の

員数(人）　

取締役

（社外取締役を除く）　
53　 53　 －　 －　 8　

監査役

(社外監査役を除く）　
24 24　 －　 －　 3　

社外役員　 11 11　 －　 －　 5　

なお、役員報酬には、使用人兼務役員の使用人給与相当額（賞与を含む）が含まれておりません。

ロ．役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法　

当社は企業価値増大、ガバナンスを両立するために役員報酬方針を以下のようにさだめております。

役員報酬の総額は株主総会で承認された報酬総額の範囲内において取締役会で定め、各個人への配分は経

営内容、役員報酬の世間相場、社員給与の最高額及び責任の度合いを勘案し行う。

④株式の保有状況

イ．投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額　

42銘柄　　　11億84百万円

ロ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の銘柄、株式数、貸借対象表計上額及び保有目的

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

保有目的　

大和ハウス工業(株) 410,210 432 継続的な取引関係の維持、発展　

住友林業(株) 203,600 155 同上　

すてきナイスグループ

(株)
423,930 87 同上

(株)ＴＯＫＡＩ 81,025 42 同上

(株)サンヨーハウジング

名古屋
480 38 同上

日本マクドナルドホール

ディングス(株)
18,712 35 同上

大阪ガス(株) 100,548 33 同上

積水ハウス(株) 32,410 30 同上

ＪＫホールディングス

(株）
62,825 22 同上

ＤＣＭホールディングス

(株）
31,200 16 同上
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⑤取締役の定数

　当社の取締役は12名以内とする旨定款に定めております。

⑥取締役の選任及び解任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。

　また、取締役の選任決議は累積投票によらない旨定款に定めております。

⑦ 剰余金の配当等の決定機関

　当社は、会社法第454条第５項に定める剰余金の配当（中間配当）について、毎年９月30日を基準日として、取

締役会の決議により行うことができる旨定款に定めております。

⑧ 株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主

の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めており

ます。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを

目的とするものであります。

⑨自己の株式の取得

　当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議をもって、自己の株式を取得することができる旨

を定款に定めております。これは、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とするため、市場

取引により自己の株式を取得することを目的とするものであります。

 

（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分
前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 49 2 49 －

連結子会社 － － － －

計 49 2 49 －

②【その他重要な報酬の内容】

（前連結会計年度）　

　該当事項はありません。

（当連結会計年度）

　該当事項はありません。

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

（前連結会計年度）　

　当社が監査公認会計士等に対して報酬を支払っている非監査業務の内容といたしましては、財務報告に係る内

部統制の評価作業に関するアドバイザリー業務であります。　

（当連結会計年度）

　該当事項はありません。

 

④【監査報酬の決定方針】

　当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針といたしましては、監査時間、監査手続等を総合的に勘案

し、会社法第399条第１項および第２項ならびに監査役会規定第18条に基づく監査役会の同意のもと決定してお

ります。なお、当社と監査法人又は業務執行社員との間には、記載すべき利害関係はありません。　
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以下

「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、当

連結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。　

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年

度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月31

日まで）及び当連結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）の連結財務諸表並びに第77期事業年度

（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）及び第78期事業年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日ま

で）の財務諸表について、あずさ監査法人により監査を受けております。
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１【連結財務諸表等】
（１）【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 7,203 11,262

受取手形及び売掛金 23,960 21,641

商品及び製品 1,341 1,276

仕掛品 315 305

原材料及び貯蔵品 1,922 1,475

繰延税金資産 465 542

未収入金 3,541 3,978

その他 624 414

貸倒引当金 △19 △15

流動資産合計 39,355 40,881

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 19,491 19,586

減価償却累計額 ※5
 △12,690

※5
 △13,127

建物及び構築物（純額） 6,800 6,459

機械装置及び運搬具 13,274 12,810

減価償却累計額 △10,578 △10,166

機械装置及び運搬具（純額） 2,696 2,644

土地 10,096 9,826

リース資産 465 710

減価償却累計額 △109 △270

リース資産（純額） 355 440

その他 3,429 3,426

減価償却累計額 ※5
 △3,135

※5
 △3,163

その他（純額） 294 262

有形固定資産合計 20,243 19,634

無形固定資産

ソフトウエア 1,072 883

その他 162 81

無形固定資産合計 1,235 964

投資その他の資産

投資有価証券 1,093 1,185

繰延税金資産 1,504 1,244

その他 ※1
 3,995

※1
 3,598

貸倒引当金 △462 △452

投資その他の資産合計 6,130 5,576

固定資産合計 27,609 26,175

繰延資産

社債発行費 － 2

繰延資産合計 － 2

資産合計 66,965 67,059
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 10,475 11,034

短期借入金 ※3
 5,000 －

1年内償還予定の社債 625 6,750

1年内返済予定の長期借入金 ※3
 5,248 3,400

賞与引当金 611 880

特別クレーム補償引当金 142 71

財務構造改革引当金 － 220

関係会社整理損失引当金 － 39

その他 2,971 3,051

流動負債合計 25,074 25,447

固定負債

社債 ※3
 2,000 －

退職給付引当金 6,651 6,710

役員退職慰労引当金 8 5

製品保証引当金 565 523

その他 232 283

固定負債合計 9,458 7,523

負債合計 34,532 32,971

純資産の部

株主資本

資本金 13,852 14,551

資本剰余金 12,464 13,164

利益剰余金 7,054 6,352

自己株式 △673 △13

株主資本合計 32,698 34,055

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △125 30

繰延ヘッジ損益 △140 1

評価・換算差額等合計 △265 32

純資産合計 32,432 34,088

負債純資産合計 66,965 67,059
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②【連結損益計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

売上高 91,755 79,731

売上原価 63,744 54,056

売上総利益 28,011 25,674

販売費及び一般管理費

運搬費及び倉庫料 3,731 3,356

広告宣伝費 1,396 1,029

貸倒引当金繰入額 36 5

給与手当 8,221 7,905

賞与引当金繰入額 487 699

退職給付費用 910 970

その他 ※1
 12,240

※1
 10,764

販売費及び一般管理費合計 27,024 24,731

営業利益 986 943

営業外収益

受取利息 9 5

受取配当金 93 116

賃貸料 73 77

仕入割引 49 28

信託受益権償還益 65 35

その他 119 83

営業外収益合計 411 347

営業外費用

支払利息 261 272

支払手数料 34 47

売上割引 135 117

経営統合関連費用 － 76

その他 65 63

営業外費用合計 495 577

経常利益 902 713

特別利益

固定資産売却益 ※2
 506 －

貸倒引当金戻入額 － 13

特別利益合計 506 13
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

特別損失

固定資産除売却損 ※3
 301

※3
 106

関係会社出資金評価損 － 14

関係会社整理損 － 34

関係会社整理損失引当金繰入額 － 39

投資有価証券評価損 51 304

ゴルフ会員権評価損 5 －

クラブ会員権評価損 － 8

貸倒引当金繰入額 40 6

財務構造改革費用 － ※4
 353

減損損失 － ※5
 244

特別損失合計 399 1,113

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

1,009 △385

法人税、住民税及び事業税 150 141

法人税等調整額 327 54

法人税等合計 478 196

当期純利益又は当期純損失（△） 531 △581
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 13,852 13,852

当期変動額

新株の発行 － 699

当期変動額合計 － 699

当期末残高 13,852 14,551

資本剰余金

資本剰余金合計

前期末残高 12,464 12,464

当期変動額

新株の発行 － 699

自己株式の処分 － △0

当期変動額合計 － 699

当期末残高 12,464 13,164

利益剰余金

前期末残高 6,523 7,054

当期変動額

剰余金の配当 － △120

当期純利益又は当期純損失（△） 531 △581

当期変動額合計 531 △702

当期末残高 7,054 6,352

自己株式

前期末残高 △668 △673

当期変動額

自己株式の取得 △5 △7

自己株式の処分 － 667

当期変動額合計 △5 660

当期末残高 △673 △13

株主資本合計

前期末残高 32,171 32,698

当期変動額

新株の発行 － 1,398

剰余金の配当 － △120

当期純利益又は当期純損失（△） 531 △581

自己株式の取得 △5 △7

自己株式の処分 － 667

当期変動額合計 526 1,357

当期末残高 32,698 34,055
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △17 △125

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△107 155

当期変動額合計 △107 155

当期末残高 △125 30

繰延ヘッジ損益

前期末残高 5 △140

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△146 142

当期変動額合計 △146 142

当期末残高 △140 1

評価・換算差額等合計

前期末残高 △12 △265

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△253 298

当期変動額合計 △253 298

当期末残高 △265 32

純資産合計

前期末残高 32,159 32,432

当期変動額

新株の発行 － 1,398

剰余金の配当 － △120

当期純利益又は当期純損失（△） 531 △581

自己株式の取得 △5 △7

自己株式の処分 － 667

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △253 298

当期変動額合計 272 1,655

当期末残高 32,432 34,088
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期
純損失（△）

1,009 △385

減価償却費 2,416 2,206

賞与引当金の増減額（△は減少） △389 269

退職給付引当金の増減額（△は減少） 0 58

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） － △2

貸倒引当金の増減額（△は減少） 63 △13

特別クレーム補償引当金の増減額（△は減少） △150 △70

製品保証引当金の増減額（△は減少） △32 △41

受取利息及び受取配当金 △102 △121

支払利息 261 272

支払手数料 34 47

投資有価証券評価損益（△は益） 51 304

社債発行費償却 － 17

関係会社出資金評価損 － 14

関係会社整理損失引当金の増減額（△は減少） － 39

ゴルフ会員権評価損 5 －

クラブ会員権評価損 － 8

財務構造改革費用 － 353

固定資産除売却損益（△は益） △205 106

減損損失 － 244

売上債権の増減額（△は増加） 1,116 2,330

たな卸資産の増減額（△は増加） 173 522

仕入債務の増減額（△は減少） △930 559

未収入金の増減額（△は増加） △2,945 △437

その他 △804 296

小計 △428 6,579

利息及び配当金の受取額 102 121

利息の支払額 △265 △272

法人税等の支払額 △118 △173

法人税等の還付額 56 －

営業活動によるキャッシュ・フロー △652 6,255

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △260 －

定期預金の払戻による収入 260 －

有価証券及び投資有価証券の取得による支出 △6 △212

有価証券及び投資有価証券の売却による収入 0 －

有形及び無形固定資産の取得による支出 △949 △685

有形固定資産の売却による収入 2,949 32

長期前払費用の取得による支出 △360 △218

貸付けによる支出 △8 △31

貸付金の回収による収入 74 78

その他 － △0

投資活動によるキャッシュ・フロー 1,698 △1,037
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） － △5,000

長期借入れによる収入 － 3,550

長期借入金の返済による支出 △352 △5,398

社債の発行による収入 － 4,653

社債の償還による支出 △330 △625

株式の発行による収入 － 1,732

自己株式の取得による支出 △5 △7

自己株式の処分による収入 － 328

リース債務の返済による支出 △116 △173

配当金の支払額 △1 △120

その他 － △96

財務活動によるキャッシュ・フロー △804 △1,156

現金及び現金同等物に係る換算差額 △12 △2

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 228 4,058

現金及び現金同等物の期首残高 6,975 7,203

現金及び現金同等物の期末残高 ※
 7,203

※
 11,262
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１．連結の範囲に関する事項 １．連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社 (1）連結子会社

　子会社のうちサンウエーブレクア(株)、(株)ＳＷキッ

チンテクノ及びサンウエーブメンテナンス(株)の３社

を連結の範囲に含めております。

同左

(2）非連結子会社 (2）非連結子会社

　子会社のうちサンウエーブリビングデザイン㈱ほか

５社は連結の範囲に含めておりません。

同左

(3）連結の範囲から除いた理由 (3）連結の範囲から除いた理由

　非連結子会社６社は、いずれも小規模会社であり、合

計の総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金（持分

に見合う額）等は、いずれも当期連結財務諸表に重要

な影響を及ぼさないので連結の範囲より除外しまし

た。

同左

２．持分法の適用に関する事項 ２．持分法の適用に関する事項

　非連結子会社６社については、当期純損益及び利益剰

余金（持分に見合う額）等に及ぼす影響が軽微であ

り、また、全体としても当期連結財務諸表に重要な影響

を及ぼさないので持分法適用の範囲より除外しまし

た。

同左

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 ３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　当社と同一の決算日であります。 同左

４．会計処理基準に関する事項 ４．会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 (1）重要な資産の評価基準及び評価方法

(ア）有価証券 (ア）有価証券

子会社株式

　総平均法による原価法

子会社株式

同左

その他有価証券 その他有価証券

時価のあるもの

　決算期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定）

時価のあるもの

同左

時価のないもの

　総平均法による原価法

時価のないもの

同左

(イ）デリバティブ (イ）デリバティブ

　時価法 同左

(ウ）たな卸資産 (ウ）たな卸資産

評価基準は総平均法による原価法（収益性の低下に

よる簿価切下げの方法）によっております。 

同左

（会計方針の変更） 

　当連結会計年度より、「棚卸資産の評価に関する会

計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日公

表分）を適用しております。

　これにより営業利益、経常利益及び税金等調整前当

期純利益は、それぞれ11百万円減少しております。 

――――――
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前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 (2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

(ア）有形固定資産（リース資産を除く） (ア）有形固定資産（リース資産を除く）

　連結子会社は、定率法を採用しておりますが、当社は

建物、機械装置は定額法、それ以外については定率法に

よっております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　　　3～50年

機械装置及び運搬具　4～11年

同左

(追加情報)

（有形固定資産の耐用年数の変更）

　当社の機械装置については、従来、耐用年数を４～13

年としておりましたが当連結会計年度より４～11年に

変更しました。

　この変更は平成20年度の税制改正を契機に耐用年数

について資産の利用状況等を見直した結果に伴うもの

であります。

　これにより、営業利益、経常利益及び税金等調整前当

期純利益は、それぞれ33百万円減少しております。

――――――

(イ）無形固定資産(リース資産を除く) (イ）無形固定資産(リース資産を除く)

　定額法によっております。

　なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内

における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっ

ております。

同左

（ウ）リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース

資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算

定する方法によっております。

　なお、平成20年３月31日以前に契約をした、リース物

件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

（ウ）リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリー

ス資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする

定額法によっております。

　平成20年３月31日以前に契約をした、リース物件の

所有権が借主に移転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

(エ) 長期前払費用の処理方法

　均等償却によっております。

(エ) 長期前払費用の処理方法

同左

―――――― (3）繰延資産の処理方法

（ア）社債発行費

償還までの期間にわたり定額法により償却しており

ます。　

　 （追加情報）　

当連結会計年度において新規に普通社債を発行した

ことで社債発行費が計上されたことに伴い、「繰延資産

の会計処理に関する当面の取扱い」（企業会計基準委

員会　平成18年８月11日実務対応報告第19号）に基づ

き、当連結会計年度より社債発行費は償還までの期間に

わたり定額法により償却しております。

なお、平成22年４月30日に当該社債を繰上償還したた

め、返済日以降の期間に対応する社債発行費について

は、財務構造改革費用として費用処理しております。

EDINET提出書類

サンウエーブ工業株式会社(E02370)

有価証券報告書

 44/109



　

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

　 （イ）株式交付費

支出時の費用として処理しております。　

（追加情報）

当連結会計年度において新規に普通株式を発行し

たことで株式交付費が計上されたことに伴い、「繰延

資産の会計処理に関する当面の取扱い」（企業会計

基準委員会　平成18年８月11日実務対応報告第19号）

に基づき、支出時の費用として処理しております。

(4）引当金の計上基準 (4）引当金の計上基準

　　（ア）貸倒引当金 　　（ア）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権は

貸倒実績率法、貸倒懸念債権及び破産更生債権等は

財務内容評価法によっております。

同左

(イ) 賞与引当金 (イ) 賞与引当金

　従業員の賞与の支給に充当するため、支給見込額に

基づく当連結会計年度費用負担額を計上しておりま

す。

同左

(ウ) 特別クレーム補償引当金

　当社グループで実施する「小形キッチンユニット

用電気こんろ」の無償改修促進の強化策実施に伴う

将来の費用負担見積額を特別クレーム補償引当金と

して計上しております。

(ウ) 特別クレーム補償引当金

同左

(エ) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。

　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（14年）による定額法により按分した額を、それぞ

れ発生の翌連結会計年度から費用処理しておりま

す。

　過去勤務債務は、その発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（３年）による定額

法により按分した額を発生した連結会計年度から費

用処理しております。

(エ) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。

　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（14年）による定額法により按分した額を、それぞ

れ発生の翌連結会計年度から費用処理しておりま

す。

　過去勤務債務は、その発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（３年）による定額

法により按分した額を発生した連結会計年度から費

用処理しております。

（会計方針の変更）

　当連結会計年度より、「「退職給付に係る会計基

準」の一部改正（その３）」（企業会計基準第19号

　平成20年７月31日）を適用しております。

　なお、これによる営業利益、経常利益及び税金等調

整前当期純損失に与える影響はありません。

EDINET提出書類

サンウエーブ工業株式会社(E02370)

有価証券報告書

 45/109



　

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

(オ) 役員退職慰労引当金 (オ) 役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に充当するため、内規に基

づく期末要支給額を計上しております。

同左

(カ) 製品保証引当金

　製品の修理費用の支出に備えるため、過去の実績率

を基礎に将来の費用負担見込額を計上しておりま

す。

(カ) 製品保証引当金

同左

――――――　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

――――――

(キ) 財務構造改革引当金

　社債及び長期借入金の期限前償還及び返済に係る

違約金等の損失に備えるため、当連結会計年度末に

必要と見込まれる損失額を計上しております。

（追加情報）

　当社は、平成22年３月３日開催の取締役会におい

て、社債及び長期借入金の全額について期限前償還

及び返済することを決議しております。

　当該決議に基づき、違約金等の損失見込額220百万

円を引当金として計上しております。　

　なお、当該社債及び長期借入金については平成22年

４月30日にその償還及び返済が完了しております。

(ク) 関係会社整理損失引当金

　関係会社の事業整理に伴う損失に備えるため、当社

グループが負担することとなる損失見込額を計上し

ております。

　 （追加情報）

当社グループが中国上海市に有する関係会社（非

連結子会社、非持分法適用会社）、日波厨房設備（上

海）有限公司について事業整理を行う見込みが高く

なったことから、これに関連して生ずると見込まれ

る損失額39百万円を引当金として計上しておりま

す。
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前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

(5）重要なヘッジ会計の方法 (5）重要なヘッジ会計の方法

(ア）ヘッジ会計の方法 (ア）ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しております。また、為替変

動リスクのヘッジについて振当て処理の要件を満た

している場合には振当て処理を、金利スワップにつ

いては特例処理の条件を満たしている場合には特例

処理を採用しております。

同左

(イ) ヘッジ手段とヘッジ対象 (イ) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段　為替予約取引、通貨オプション取引、

金利スワップ取引、外貨建預金

ヘッジ対象　外貨建輸入取引、借入金の利息

同左

(ウ) ヘッジ方針 (ウ) ヘッジ方針

　「社内手続」に則り、外貨建債務の決済時におけ

る為替変動リスクおよび借入金の金利変動リスク

をヘッジしております。

同左

(エ) ヘッジ有効性評価の方法 (エ) ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジの開始時から有効性判定時点までの期間に

おいて、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動の累計

を比較し、両者の変動額等を基礎にして判断してお

ります。ただし、特例処理によっている金利スワッ

プ取引については有効性の評価を省略しておりま

す。

同左

(6）消費税等の会計処理 (6）消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっ

ております。

同左

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 ５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評

価法によっております。　

同左

６．のれん及び負ののれんの償却に関する事項 ６．のれん及び負ののれんの償却に関する事項

　該当事項はありません。 同左

７．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 ７．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金

及び現金同等物）は、手許現金、要求払預金及び取得日

から３ケ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容

易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない短期的な投資からなっておりま

す。

同左
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【連結財務諸表作成のための基本となる会計処理の変更】

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

（リース取引に関する会計基準等）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ましたが、当連結会計年度より、「リース取引に関する会

計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企

業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び

リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士

協会　会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を適

用しております。

　なお、平成20年３月31日以前に契約を行ったリース契約

につきましては、通常の賃貸借処理に準じた方法によって

おります。

　これによる損益に与える影響はありません。

 

―――――――

【表示方法の変更】

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

(連結貸借対照表関係） 

１．「未収入金」は、前連結会計年度においては、流動資産

の「その他」に含めて表示しておりましたが、当連結会計

年度において資産の総額の100分の１を超えたため区分掲

記しました。

　なお、前連結会計年度の「未収入金」は595百万円であり

ます。 

――――――

２．財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成20

年８月７日内閣府令第50号）が適用となることに伴い、前

連結会計年度において、「たな卸資産」として掲記されて

いたものは、当連結会計年度から「商品及び製品」「仕掛

品」「原材料及び貯蔵品」に区分掲記しております。 

　なお、前連結会計年度の「たな卸資産」に含まれる「商品

及び製品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」はそれぞれ

1,795百万円、424百万円、1,532百万円であります。 

　

（連結キャッシュ・フロー計算書）

　前連結会計年度において「有形固定資産等の取得による

支出」として掲記されていたものは、ＥＤＩＮＥＴへのＸ

ＢＲＬ導入に伴い連結財務諸表の比較可能性を向上するた

め、当連結会計年度より「有形及び無形固定資産の取得に

よる支出」「長期前払費用の取得による支出」に区分掲記

しております。

　なお、前連結会計年度に含まれる「有形及び無形固定資産

の取得による支出」「長期前払費用の取得による支出」は

それぞれ1,820百万円、533百万円であります。 

―――――――
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【注記事項】

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成21年３月31日）

当連結会計年度
（平成22年３月31日）

※１．非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のと

おりであります。

※１．非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のと

おりであります。

株式（その他） 163百万円

出資金（その他） 14百万円

株式（その他） 163百万円

出資金（その他） 0百万円

　２．債務保証

従業員の金融機関からの住宅資金借入金の一部68

百万円について債務保証を行っております。

　２．債務保証

従業員の金融機関からの住宅資金借入金の一部53

百万円について債務保証を行っております。

 ※３．財務制限条項

 (1)　社債

　社債のうち、2,000百万円には財務制限条項がついて

おり、下記財務制限条項３つのうち２つに抵触した場

合、借入先の要求に基づき、社債を分割償還することが

あります。当該条項は以下のとおりであります。

 ※３．財務制限条項

―――――――

　

（条項）

 （イ）貸借対照表において、自己資本比率が12.5％未満に

ならないこと。

 

 （ロ）損益計算書における営業損益および経常損益の額

が、両方とも同時にマイナスとならないこと。

 

 （ハ）有利子負債償還年数が０年以上９年以下を維持する

こと。年数の計算式は以下のとおりとする。

 

 有利子負債償還年数＝

（総有利子負債－正常運転資金「注１」－余剰現預

金「注２」)「注３」÷(税引後当期利益＋減価償却

費－社外流出「注４」)

 

 注１　正常運転資金＝売掛金＋受取手形(割引手形を除く)

＋たな卸資産－買掛金－支払手形(設備支払手形を

除く)ただし、正常運転資金<０の場合は、正常運転資

金＝０とする。

 

 注２　余剰現預金＝現預金－月商１か月分　ただし、月商１

か月＞現預金の場合は余剰現預金＝０とする。

 

 注３　総有利子負債－正常運転資金－余剰現預金＜０の場

合は０とする。

　

 注４　社外流出＝役員賞与＋支払配当金

なお、当連結会計年度末におきましては、有利子負

債償還年数は０年であります。

　

 (2)　短期借入金

  短期借入金には財務維持条項がついております。当

該条項は以下のとおりであります。

 

 （条項）

 （イ）単体の損益計算書上の営業損益及び経常損益のいず

れか一方もしくは双方に関して、２期連続して損失

とならないこと。なお、これには当該基準年度の直前

の年度の決算期にかかる単体の営業損益に関して損

失を計上した場合に、当該基準年度の決算期にかか

る単体の経常損益に関して損失を計上すること、及

び当該基準年度の直前の年度の決算期に単体の経常

損益に関して損失を計上した場合に、当該基準年度

の決算期にかかる営業損益に関して損失を計上する

ことは含まれない。
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前連結会計年度
（平成21年３月31日）

当連結会計年度
（平成22年３月31日）

 （ロ）連結の損益計算書上の営業損益及び経常損益のいず

れか一方もしくは双方に関して、２期連続して損失

とならないこと。なお、これには当該基準年度の直前

の年度の決算期にかかる連結の営業損益に関して損

失を計上した場合に、当該基準年度の決算期にかか

る連結の経常損益に関して損失を計上すること、及

び当該基準年度の直前の年度の決算期に連結の経常

損益に関して損失を計上した場合に、当該基準年度

の決算期にかかる営業損益に関して損失を計上する

ことは含まれない。

 

 (3)　長期借入金

　長期借入金のうち、5,000百万円には財務維持条項が

ついております。当該条項は以下のとおりであります。

 

　

 （条項）

 （イ）単体及び連結の貸借対照表における資本の部の金額

が、直前の年度決算期末における単体及び連結の貸

借対照表における資本の部の金額、または2004年３

月期決算期末における単体及び連結の貸借対照表に

おける資本の部の金額のいずれか高いほうの金額の

75％をそれぞれ下回らないこと。

 

 （ロ）単体及び連結の損益計算書における営業損益が、２

期連続して損失とならないこと。

 

 （ハ）単体及び連結の損益計算書における経常損益が、２

期連続して損失とならないこと。

 

　４．コミットメントライン契約

特定融資枠契約の総額 10,000百万円

借入実行残高 5,000 

差引額 5,000百万円

　４．コミットメントライン契約

―――――――

　

※５．有形固定資産の減価償却累計額

減価償却累計額には減損損失累計額を含めて表示

しております。

※５．有形固定資産の減価償却累計額

同左
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

※１．一般管理費に含まれる研究開発費は、665百万円であ

ります。

※１．一般管理費に含まれる研究開発費は、584百万円であ

ります。

※２．固定資産売却益内訳

土地 506百万円

合計 506百万円

―――――――

※３．固定資産売却除却損内訳 ※３．固定資産除売却損内訳

建物及び構築物 66百万円

機械装置及び運搬具 179 

その他 55 

合計 301百万円

建物及び構築物 22百万円

機械装置及び運搬具 67 

その他 17 

合計 106百万円

――――――――

　

※４．財務構造改革費用

財務構造改革費用は、金融費用の低減を図ることを目的

として、資金調達先を変更するために社債及び長期借入金

の期限前償還及び返済を実行することによって生ずる違

約金等の費用であり、内訳は以下のとおりであります。

　 支払手数料　　 61百万円

社債発行費償却　　 72 

財務構造改革引当金繰入額 220 

合計 353百万円

―――――――― ※５．減損損失

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グ

ループについて減損損失を計上しました。　

場所　 用途　 種類　 減損損失（百万円）　

曙橋ビル

（東京都新宿区）　
賃貸用資産　 土地　 　244

収益性の著しい下落により、上記資産グループの帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失

（244百万円）として特別損失に計上しました。

（グルーピングの方法）　

当社グループは、資産を用途により事業用資産、賃貸用

資産、遊休資産に分類しております。また、事業用資産につ

いては各社・各支社店等の管理会計上の区分に基づき、賃

貸用資産及び遊休資産は個別物件単位でグルーピングし

ております。

（回収可能価額の算定方法）　

上記賃貸用資産については、使用価値により測定してお

り、将来キャッシュ・フローを２％で割り引いて算定して

おります。　
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 50,396 － － 50,396

合計 50,396 － － 50,396

自己株式     

普通株式 2,285 34 － 2,320

合計 2,285 34 － 2,320

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加34千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

３．配当に関する事項

（１）配当金支払額

該当事項はありません。

 

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの。

平成21年６月26日の定時株主総会において、次のとおり決議しております。

・普通株式の配当に関する事項

（イ）配当金の総額　　　　　　 120百万円

（ロ）配当の原資　　　　　 　　利益剰余金

（ハ）１株当たり配当額　　　　 2.5円

（ニ）基準日　　　　　　　　平成21年３月31日

（ホ）効力発生日　　　　　　平成21年６月29日

 

当連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 50,396 12,150 － 62,546

合計 50,396 12,150 － 62,546

自己株式     

普通株式 2,320 25 2,300 44

合計 2,320 25 2,300 44

（注）１．普通株式の株式数の増加12,150千株は、第三者割当による新株の発行による増加であります。

２．普通株式の自己株式の株式数の増加25千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

３．普通株式の自己株式の株式数の減少2,300千株は、株式会社住生活グループへの処分によるものであり

ます。　

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

EDINET提出書類

サンウエーブ工業株式会社(E02370)

有価証券報告書

 52/109



３．配当に関する事項

（１）配当金支払額

平成21年６月26日の定時株主総会において、次のとおり決議しております。

・普通株式の配当に関する事項

（イ）配当金の総額　　　　　　 120百万円

（ロ）配当の原資　　　　　 　　利益剰余金

（ハ）１株当たり配当額　　　　 2.5円

（ニ）基準日　　　　　　　　平成21年３月31日

（ホ）効力発生日　　　　　　平成21年６月29日

  

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの。

平成22年６月16日開催の定時株主総会において、次のとおり決議を予定しております。

・普通株式の配当に関する事項

（イ）配当金の総額　　　　　　 156百万円

（ロ）配当の原資　　　　　 　　利益剰余金

（ハ）１株当たり配当額　　　　 2.5円

（ニ）基準日　　　　　　　　平成22年３月31日

（ホ）効力発生日　　　　　　平成22年６月17日

　

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 7,203百万円

現金及び現金同等物 7,203百万円

現金及び預金勘定 11,262百万円

現金及び現金同等物 11,262百万円

　

２．　重要な非資金取引の内容

―――――――

２．　重要な非資金取引の内容

当連結会計年度に新たに計上したファイナンス・

リース取引に係る資産及び債務の額は、それぞれ236百

万円、248百万円であります。
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１．ファイナンス・リース取引(借主側)

　所有権移転外ファイナンス・リース取引

　①リース資産の内容

(ア)有形固定資産

生産設備(機械及び運搬具、型) であります。

(イ)無形固定資産 

ソフトウエアであります。

　②リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

「４．会計処理基準に関する事項　(2)重要な減価償却

資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっており、その内容は次のとおりであ

ります。

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 

機械装置
及び運搬
具
(百万円)

 工具器具備
品（有形固
定資産「そ
の他」）
(百万円)

 型（有形
固定資産
「その
他」）
(百万円)

 
ソフトウ
エア
(百万円)

 
合計
(百万円)

取得価額
相当額

4 307 79 3 394

減価償却
累計額相
当額

4
 

222
 

58
 

3
 

289

期末残高
相当額

0 84 20 0 105

　なお、取得価額相当額は、有形固定資産の期末残高等

に占める未経過リース料期末残高の割合が低いため、

支払利子込み法により算定しております。

(2) 未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

１年内 101百万円

１年超 75百万円

合計 176百万円

　なお、未経過リース料期末残高相当額は、有形固定資

産の期末残高等に占める未経過リース料期末残高の割

合が低いため、支払利子込み法により算定しておりま

す。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１．ファイナンス・リース取引(借主側)

　所有権移転外ファイナンス・リース取引

　①リース資産の内容

(ア)有形固定資産

同左

(イ)無形固定資産 

同左

　②リース資産の減価償却の方法

同左

　

　

　

　

　

　

　

　

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 
 工具器具備品（有形
固定資産「その
他」）

(百万円)

 型（有形固定資
産「その他」）
(百万円)

  
合計
(百万円)

取得価額相
当額

 280 75  355

減価償却累
計額相当額

 247 70  317

期末残高相
当額

 33 4  37

同左

　

　　

(2) 未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

１年内 62百万円

１年超 12百万円

合計 75百万円

同左　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額及び減損損失

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額及び減損損失

支払リース料 159百万円

減価償却費相当額 141百万円

支払リース料 101百万円

減価償却費相当額 67百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

　主として、リース期間を耐用年数とし、残存価額を10

パーセントとする定率法によって算定し、これに９分

の10を乗じた額を各期の減価償却費相当額とする方法

を採用しております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左　

 （減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はありません。

 （減損損失について）

同左

（金融商品関係）

当連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

(1) 金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

当社グループは資金運用については短期的な預金等に限定し、資金調達についてはグループ内のファイナンス会

社からの借入による方針であります。デリバティブは、借入金の金利変動リスクや為替の変動リスクを回避する

ために利用し、投機的な取引は行いません。

②　金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。当該リスクに関しては、当社グルー

プの与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を適宜把

握する体制としています。

　投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されていますが、主に業務上の関係を有する企業の株式

であり、四半期毎に時価の把握を行なっております。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日であります。借入金の使途は運転資金および設備投

資資金であり、一部の長期借入金の金利変動リスクに対して金利スワップ取引を実施して支払利息の固定化を図

るために、個別契約ごとにデリバティブ取引（金利スワップ取引）をヘッジ手段として利用しております。ヘッ

ジの有効性の評価方法については、金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、その判定をもって有効

性の評価を省略しております。

　為替予約取引及び通貨オプション取引については、輸入部材の為替変動リスクを回避する目的で実施しており、

当該取引に係るデリバティブ取引は内部管理規程に従い、実需の範囲内で行なうこととしております。

③　金融商品に係るリスク管理体制

デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限を定めた社内規程に従って行っており、また、デリバティブ

の利用にあたっては、信用リスクを軽減するために、格付の高い金融機関とのみ取引を行っております。また、営

業債務や借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、当社では月次で資金繰計画を作成するなどの方法によ

り管理しております。
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(2) 金融商品の時価等に関する事項

平成22年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

 
連結貸借対照表計上額

(百万円)

時価

(百万円)

差額

(百万円)

(1)現金及び預金 11,262 11,262 －

(2)受取手形及び売掛金 21,641 21,641 －

(3)投資有価証券 1,015 1,015 －

(4)支払手形及び買掛金 11,034 11,034 －

(5)１年以内に償還予定の社債 6,750 6,750 －

(6)１年以内に返済予定の長期借入金 3,400 3,400 －

(7)デリバティブ(*) 2 2 －

（＊）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目に

ついては、 ( )で示しております。

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブに関する事項

(1)現金及び預金、並びに(2)受取手形及び売掛金　

これらは短期で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額によっております。

(3)投資有価証券　

これらの時価について、株式は取引所の価額によっております。

(4)支払手形及び買掛金

これらは短期で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額によっております。　

(5)１年以内に償還予定の社債及び(6)１年以内に返済予定の長期借入金　

１年以内に償還予定の社債及び１年以内に返済予定の長期借入金については、平成22年４月30日をもって期限

前償還及び返済を実施しております。そのため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額によってお

ります。　　
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(7)デリバティブ取引　

①　ヘッジ会計が適用されていないもの

該当するものはありません。

②　ヘッジ会計が適用されているもの

ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引について、ヘッジ会計の方法ごとの連結決算日における契

約額又は契約において定められた元本相当額は、次のとおりであります。

なお、詳細については第５経理の状況、１連結財務諸表等、(1)連結財務諸表、注記事項、（デリバティブ取引

関係）を参照して下さい。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品　

区分　 連結貸借対照表計上額（百万円）　

非上場株式　 168　

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「(3)投資有価証

券」には含めておりません。

（注３）満期のある金銭債権の連結決算日後の償還予定額

　
１年以内

（百万円）　

１年超

５年以内

（百万円）　

５年超

10年以内

（百万円）　

10年超

（百万円）　

現金及び預金　 11,262　 －　 －　 －　

受取手形及び売掛金　 21,641　 －　 －　 －　

合計　 22,974　 －　 －　 －　

（注４）社債、長期借入金及びリース債務の連結決算日の後の返済予定額

　第５経理の状況、１．連結財務諸表等、(1)連結財務諸表、⑤連結附属明細表、社債明細表、借入金等明細表を参照し

て下さい。　

（追加情報）

　当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 平成20年３月10日）及び「金融商品

の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号 平成20年３月10日）を適用しております。

EDINET提出書類

サンウエーブ工業株式会社(E02370)

有価証券報告書

 57/109



（有価証券関係）

前連結会計年度（平成21年３月31日現在）

１　その他有価証券で時価のあるもの

 種類 取得原価(百万円)
連結貸借対照表計
上額(百万円)

差額(百万円)

連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの

(1）株式 108 169 60

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 108 169 60

連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えないもの

(1）株式 814 653 △161

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 814 653 △161

合計 923 822 △100

　（注）　連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないものの取得原価は減損処理後の金額を記載しております。なお、当

該有価証券の減損にあたっては、時価が取得原価に比し50％以上下落した場合は、時価の回復性がないものと

して一律に減損処理を実施し、下落率が30％以上50％未満の場合には、時価の回復性の判定を行い、減損処理の

要否を決定しております。

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

0 0 0

３　時価評価されていない主な有価証券の内容

 
連結貸借対照表計上額

(百万円)

(1）子会社株式  

（投資その他の資産「その他」に含む） 163

(2）その他  

非上場株式 270
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当連結会計年度（平成22年３月31日現在）

１　その他有価証券

 種類
連結貸借対照表計
上額(百万円)

取得原価(百万円) 差額(百万円)

連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの

(1）株式 746 611 134

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 746 611 134

連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えないもの

(1）株式 269 318 △49

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 269 318 △49

合計 1,015 929 △85

　（注）　非上場株式（連結貸借対照表計上額168百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難

と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

２　減損処理を行った有価証券　

　当連結会計年度において、有価証券について304百万円（その他有価証券の株式304百万円）減損処理を行っており

ます。

なお、減損処理にあたっては、時価のある有価証券については、時価が取得原価に比し50％以上下落した場合は、時

価の回復性がないものとして一律に減損処理を実施し、下落率が30％以上50％未満の場合には、時価の回復性の判定

を行い、減損処理の要否を決定しております。時価評価されていない有価証券については,帳簿価格から期末実質価額

が50％以上下落するとともに将来の収益が回復不能の場合減損しております。　
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（デリバティブ取引関係）

１．取引の状況に関する事項

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

(1）取引の内容

　当社グループは、通貨関連では為替予約取引及び通貨オプション取引、金利関連では金利スワップ取引を利用してお

ります。

(2）取引に対する取組方針

　当社グループは、投資目的やトレーディング目的でデリバティブ取引は行わない方針であります。

(3）取引の利用目的

　当社グループの為替先物予約取引及び通貨オプション取引は、原材料輸入による外貨建債務の決済時における為替変

動リスクをヘッジしたものであります。金利スワップ取引は、借入金の金利変動リスクを回避する目的で利用しており

ます。なお、当該デリバティブ取引については、ヘッジ会計を適用しております。ヘッジ会計の方法等については連結財

務諸表作成のための基本となる重要な事項「重要なヘッジ会計の方法」に記載のとおりであります。

(4）取引に係るリスクの内容

　当社グループの行っている通貨デリバティブ取引における為替先物予約取引及び通貨オプション取引は、為替相場の

変動によるリスクを有しております。また、金利スワップ取引は市場金利の変動によるリスクを有しております。

　当社グループのデリバティブ取引の契約先は、いずれも信用度の高い国内の銀行であるため、相手先の契約不履行に

よるいわゆる信用リスクはほとんどないと判断しております。

(5）取引に係るリスクの管理体制

　当社グループは、ヘッジ目的で実施する場合には社内手続に則って執行しております。
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２．取引の時価等に関する事項

前連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

　当社グループは為替予約取引、通貨オプション取引、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用

しているため、取引の時価等に関する事項は開示の対象から除いております。なお、当社以外の連結子会社では、

デリバティブ取引は一切行っておりません。

当連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

通貨関連

ヘッジ会計の方

法

デリバティブ取

引の種類等
主なヘッジ対象

契約額等
時価

当該時価の算

定方法 うち一年超

原則的処理方法

為替予約取引

　買建

　　ユーロ

買掛金 446 － 2

先物為替相場

によっており

ます。

　

金利関連　

ヘッジ会計の方

法

デリバティブ取

引の種類等
主なヘッジ対象

契約額等
時価

当該時価の算

定方法 うち一年超

金利スワップの

特例処理

金利スワップ取

引

支払固定・受取

変動

長期借入金 1,250 － (*)

取引先金融機

関から提示さ

れた価格等に

よっておりま

す。

（＊）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている一年以内に返済予定の長期借入金と一

体として処理されております。その時価については、当該借入金について平成22年４月30日をもって期限前返済

を行なっており、期限前返済に係る見積額を算定して財務構造改革引当金に含めて計上しております。

　また、為替予約取引については繰延ヘッジ処理を採用しており、為替変動リスクのヘッジについて振当て処理

の要件を満たしている場合には振当て処理を採用しております。
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（退職給付関係）

１　採用している退職給付制度の概要

　当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として企業年金基金を設けております。

 

２　退職給付債務及びその内訳

 
前連結会計年度

（平成21年３月31日）
当連結会計年度

（平成22年３月31日）

イ．退職給付債務（百万円） △13,462 △13,382

ロ．年金資産（百万円） 4,294 5,033

ハ．退職給付引当金（百万円） 6,651 6,710　

ニ．前払年金費用（百万円） － △1　

差引（イ＋ロ＋ハ＋ニ）（百万円） △2,517 △1,639

（差引分内訳）   

ホ．未認識数理計算上の差異（百万円） △2,517 △1,639

（ホ）（百万円） △2,517 △1,639

３　退職給付費用の内訳

 
前連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

(1）勤務費用（百万円） 730 752

(2）利息費用（百万円） 283 268

(3）期待運用収益（百万円） △165 △107

(4）数理計算上の差異の費用処理額（百万円） 270 267

(5）過去勤務債務の費用処理額（百万円） △17 －

退職給付費用（百万円） 1,100 1,181
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４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

 
前連結会計年度

（平成21年３月31日）
当連結会計年度

（平成22年３月31日）

(1）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準

(2）割引率（％） 2.0 2.0

(3）期待運用収益率（％） 3.5 2.5

  

 (当連結会計年度より期待運

用収益率を2.5％に変更してお

ります。）

(4）数理計算上の差異の処理年数（年） 14 14

   

 

（発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年

数による定額法により、翌連

結会計年度から費用処理す

ることとしております。）

（発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年

数による定額法により、翌連

結会計年度から費用処理す

ることとしております。）

(5）過去勤務債務の処理年数（年） 3 ――――――

 

（発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年

数による定額法により、発生

した連結会計年度から費用

処理することとしておりま

す。）

　

（ストック・オプション等関係）

 該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
（平成21年３月31日）

当連結会計年度
（平成22年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

（繰延税金資産）   

貸倒引当金損金算入限度超過額 181百万円

退職給付引当金損金算入限度超

過額
2,705 

賞与引当金損金算入限度超過額 249 

減損損失 405 

展示品償却超過額 220 

税務上の繰越欠損金 611 

製品保証引当金損金算入限度超

過額
230 

繰延ヘッジ損益 96 

その他 274 

繰延税金資産小計 4,974百万円

評価性引当額 △2,979 

繰延税金資産合計 1,995百万円

（繰延税金負債）   

その他有価証券評価差額金 24百万円

繰延税金負債合計 24百万円

繰延税金資産の純額 1,970百万円

（繰延税金資産）   

貸倒引当金 182百万円

退職給付引当金 2,731 

賞与引当金 359 

減損損失 499 

展示品償却超過額 231 

税務上の繰越欠損金 407 

製品保証引当金 213 

その他 408 

繰延税金資産小計 5,033百万円

評価性引当額 △3,189 

繰延税金資産合計 1,843百万円

（繰延税金負債）   

その他有価証券評価差額金 54百万円

繰延ヘッジ損益 1百万円

繰延税金負債合計 55百万円

繰延税金資産の純額 1,787百万円

（注）繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項

目に含まれております。

（注）繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項

目に含まれております。

流動資産－繰延税金資産 465百万円

固定資産－繰延税金資産 1,504百万円

流動資産－繰延税金資産 542百万円

固定資産－繰延税金資産 1,244百万円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.7 ％ 

(調整)       

交際費等永久に損金に算入されな

い項目 
6.6  

受取配当金等永久に益金に算入さ

れない項目 
△0.4  

住民税均等割等 10.6  

評価性引当額の増減 △9.0  

その他 △1.1  

税効果会計適用後の法人税等の負

担率 
47.4  

 

税金等調整前当期純損失が計上されているため、記載

を省略しております。
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（企業結合等関係）

前連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

該当事項はありません。

　

当連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

該当事項はありません。

　

（賃貸等不動産関係）

当連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）　

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

（追加情報）

当連結会計年度より、「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第20号 平成20年11

月28日）及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第23号

 平成20年11月28日）を適用しております。

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

　全セグメントの売上高の合計、営業損益の合計額及び資産の合計額に占める住宅設備関連事業の割合が、い

ずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

当連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

　全セグメントの売上高の合計、営業損益の合計額及び資産の合計額に占める住宅設備関連事業の割合が、い

ずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

　在外連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

　在外連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

【海外売上高】

前連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

　海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

当連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

　海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。　
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【関連当事者情報】

前連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

（追加情報）

　当連結会計年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号　平成18年10月17

日）及び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号　平成18年10

月17日）を適用しております。

　なお、これによる開示対象範囲の変更はありません。

１．関連当事者との取引

（1）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

該当事項はありません。

　

当連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

１．関連当事者との取引

（1）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

該当事項はありません。

　

（１株当たり情報）

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１株当たり純資産額 674.60円

１株当たり当期純利益金額 11.05円

 なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり純資産額 545.39円

１株当たり当期純損失金額 9.68円

 なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額について

は、当期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。

　（注）　１株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１株当たり当期純利益金額又は当期純損失

金額
  

当期純利益又は当期純損失（△）

（百万円）
531 △581

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益又は当期純損

失（△）（百万円）
531 △581

普通株式の期中平均株式数（株） 48,093,946 60,108,523
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（重要な後発事象）

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

　（業務・資本提携契約の締結） 

当社は、平成21年４月30日開催の当社取締役会において、

株式会社住生活グループ（以下「住生活グループ」とい

う。）との業務・資本提携、並びに同社を割当先とした第三

者割当による新株式の発行及び自己株式の処分を行うこと

を決議し、同日、基本合意書を締結いたしました。

なお、当該合意書の趣旨に基づき、平成21年６月８日に業

務・資本提携契約書を締結しております。 

また、当該契約に基づく新株式の発行及び自己株式の処

分につきましては、平成21年６月19日に払込が完了してお

ります。 

業務・資本提携契約書の内容並びに第三者割当による新

株式の発行及び自己株式の処分の概要については下記のと

おりであります。 

Ⅰ．業務・資本提携契約書の内容

１．業務・資本提携の目的

当事会社双方がブランドの独自性を維持しつつ最

大限のシナジーを実現することを目的として、本業務

・資本提携を行うものであります。

２．業務提携の概要

(1)　商品開発

(2)　資材調達

(3)　生産・物流・アフターサービスにおける協力 

(4)　業務提携を実効的ならしめるため、当社は、住生

活グループが指名する者各1名を当社の社外取

締役・社外監査役に選任いたしました。

３．資本提携 

本業務提携による相乗効果を迅速かつ効率的に実

現し、その実効性を担保するため、当社は平成21年６

月19日に住生活グループに対して第三者割当の方法

による普通株式12,150,000株の新規発行及び当社が

保有する自己株式2,300,000株の処分を行い、住生活

グループはこれを引き受けました。

Ⅱ．第三者割当による新株式の発行及び自己株式の処分の

概要 

１．新株式発行概要

①発行新株式数       普通株式　12,150,000株

②発行価額           １株につき　143円

③発行価額の総額     1,737,450,000円

④資本組入額         １株につき　57.564円

⑤新株式交付日       平成21年６月19日

⑥申込期日           平成21年６月18日

⑦払込期日           平成21年６月19日

⑧割当先及び株式数   住生活グループ 

12,150,000株

　

（株式交換契約）　

当社は、平成21年12月14日開催の取締役会において、株

式会社住生活グループ（以下「住生活グループ」とい

う。）との間で、住生活グループを完全親会社とし、当社

を完全子会社とする株式交換（以下「本株式交換」とい

う。）を行うことを決議し、同日付で株式交換契約を締結

いたしました。

　本株式交換契約は、平成22年２月25日開催の当社臨時株

主総会にて承認され、効力発生日である平成22年４月１

日をもって住生活グループは当社の完全親会社となり、

当社の株式は平成22年３月29日に上場廃止（最終売買日

は平成22年３月26日）となりました。

　なお、住生活グループは平成22年４月７日付で、保有す

る当社株式の発行済株式総数の20％を日新製鋼株式会社

に譲渡しております。

　当該契約の内容は以下のとおりです。

（１）目的

住生活グループは本株式交換による完全子会社化によ

り住生活グループ全体のポートフォリオを強化させ、迅

速な事業展開を行うことが可能になり、それぞれのブラ

ンドを生かしながら、商品開発、資材調達、生産、販売、物

流、取付け、アフターサービスに至る業務を協同化するこ

とで水周り事業の強化、ひいては住生活グループ全体の

企業価値向上に繋がると判断しております。

（２）株式交換完全親会社の概要（平成21年３月31日

現在）

① 商号 株式会社住生活グループ

② 本店の所在地 東京都江東区大島二丁目１番１号

③ 資本金の額（単体）68,121百万円

④ 純資産の額（単体）484,550百万円

⑤ 総資産の額（単体）543,645百万円

⑥ 事業の内容 国内外の住生活関連事業・都市環

境関連事業を営む会社の株式また

は持分を取得、所有することによ

る当該会社の事業活動の支配、管

理

（３）株式交換の日程

株式交換承認臨時株主

総会

平成22年２月25日

株式最終売買日 平成22年３月26日

上場廃止日 平成22年３月29日

株式交換の日 平成22年４月１日
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前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

⑨保有に関する事項   払込期日から２年間におい

て、割当新株式の全部又は

一部を譲渡した場合には、

その内容を当社に書面にて

報告する旨の確約書を受領

いたしました。

２．自己株式の処分の概要

①処分株式数         普通株式　 2,300,000株

②処分価額           １株につき　143円

③処分価額の総額     328,900,000円

④申込期日           平成21年６月18日

⑤払込期日           平成21年６月19日  

Ⅲ．その他

今回の業務・資本提携の協議を進めていった中で、

筆頭株主の日新製鋼株式会社は、その所有する当社株

式の一部を株式会社住生活グループに譲渡すること

に合意いたしました。

その結果、筆頭株主が異動いたしました。 

　

（４）株式交換に係る割当の内容

 会社名

住生活グループ

（株式交換完全親

会社）　

サンウエーブ工業

（株式交換完全子

会社）

株式交換比率 1 0.19

当社の普通株式１株につき、住生活グループの普通株式

0.19株を割当て交付します。ただし、住生活グループが保

有する当社の普通株式18,750,000株については、本株式交

換による株式の割当てを行いません。

　

(会社分割)

当社は平成22年５月18日開催の取締役会において、株式

会社ＩＮＡＸ（以下「ＩＮＡＸ」という。）及び当社が平

成22年７月１日を効力発生日とする吸収分割により営業

部門を分割し、株式会社ＩＮＡＸサンウエーブマーケティ

ング（以下「ＩＳＭ」という。)へ承継することを決議し、

吸収分割契約を締結いたしました。

なお、ＩＳＭへの出資比率はＩＮＡＸ75％、当社25％で

あります。

（１）会社分割の目的

建築基準法の改正や海外発の金融危機の影響で国内の

新築着工件数が大幅に落ち込むなか、水回り業界ではス

トック需要の獲得に向け、これまでにない新しい取り組み

を求められています。

今回の新会社設立によりＩＮＡＸ・サンウエーブの営

業部門を統合することで、効率的且つきめ細かな営業を実

現し、長期的な成長が期待されるストック市場への取り組

みを更に強化することができます。
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前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

　 （２）会社分割の要旨

①会社分割の日程

分割期日　　　　　　平成22年７月１日(予定)

②会社分割の形態

当社及びＩＮＡＸを分割会社、ＩＳＭを承継会社とする吸

収分割です。　

③会社分割に際しての対価

 本分割に際して、承継会社は普通株式を799,800株を発行

し、当社に対して200,000株を交付いたします。

（３)承継会社の概要

商号　　株式会社ＩＮＡＸサンウエーブマーケティング

代表者　取締役社長　石原俊一

    （現　ＩＮＡＸ取締役 専務執行役員　営業本部長）

所在地　　東京都中央区日本橋三丁目13番５号

資本金　　１億円

出資比率　ＩＮＡＸ75％、当社25％

従業員数　3,948名

　　 (ＩＮＡＸから2,520名、当社から1,428名 平成22年４

月末時点）
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

利率 担保 償還期限

サンウエーブ工業(株） 
第５回無担保社債

　※１

平成16年

６月30日

125

(125)　
－ 年0.97％ なし

平成21年

６月30日

 
第６回無担保社債

　※２

平成16年

６月30日

500

 (500)
－ 年1.32％ なし

平成21年

６月30日

 
第７回無担保社債

　※３

平成16年

６月30日
1,000　

1,000

(1,000)　
年0.68％ なし

平成26年

６月30日

 
第８回無担保社債

　※４

平成16年

６月30日
1,000

1,000

(1,000)　
年2.05％ なし

平成26年

６月30日

 
第９回無担保社債

　※５

平成21年

８月５日
－

2,000

(2,000)　
年0.87％ なし

平成24年

８月３日

 
第10回無担保社債

　※６

平成21年

８月７日
－

1,500

(1,500)　
年0.85％ なし

平成24年

８月７日

 
第11回無担保社債

　※７

平成21年

９月30日
－

1,250

(1,250)　
年0.94％ なし

平成25年

９月30日

合計 － －
2,625

(625)　

6,750

(6,750)　
－ － －

　（注）１．( )内書は、１年内償還予定の金額であります。

２．連結決算日後５年内における１年ごとの償還予定額は次のとおりであります。

１年以内
（百万円）

１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

6,750 － － － －

３．社債の条件等については次のとおりであります。

※１　第５回無担保社債

発行価額　　額面100円につき金100円

償還価額　　額面100円につき金100円

償還期限及び方法

　平成17年12月31日を第１回目として毎年６月末日及び12月末日の２回に各々１億２千５百万円

を償還し、平成21年６月30日に残額全部を償還する。

※２　第６回無担保社債

発行価額　　額面100円につき金100円

償還価額　　額面100円につき金100円

償還期限及び方法

　平成21年６月30日に全部を償還する。

※３　第７回無担保社債

発行価額　　額面100円につき金100円

償還価額　　額面100円につき金100円

償還期限及び方法

　平成26年６月30日に全部を償還する。

なお、利率につきましては変動となっております。

※４　第８回無担保社債

発行価額　　額面100円につき金100円

償還価額　　額面100円につき金100円

償還期限及び方法

　平成26年６月30日に全部を償還する。

※５　第９回無担保社債

発行価額　　額面100円につき金100円

償還価額　　額面100円につき金100円

償還期限及び方法

　平成24年８月３日に全部を償還する。

※６　第10回無担保社債

発行価額　　額面100円につき金100円

償還価額　　額面100円につき金100円

償還期限及び方法

　平成24年８月７日に全部を償還する。

※７　第11回無担保社債
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発行価額　　額面100円につき金100円

償還価額　　額面100円につき金100円

償還期限及び方法

　平成25年９月30日に全部を償還する。

４．平成22年４月30日付で全ての社債を繰上償還しております。　

 

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 5,000 － － －

１年以内に返済予定の長期借入金 5,248 3,400 2.34 注４

１年以内に返済予定のリース債務 155 182 － －

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。) 231 283 －
平成23年４月30日～

平成28年３月31日

その他有利子負債 － － － －

合計 10,635 3,865 － －

　（注）１．「平均利率」については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相　　

当額を控除する前の金額でリース債務を連結貸借対照表に計上しているため、記載を省略しております。 

３．リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年内における１年ごとの返済予定額の

総額は以下のとおりであります。

１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

95 82 57 12

４．平成22年４月30日付で全ての１年以内に返済予定の長期借入金を返済しております。　

（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報

 

第１四半期

自平成21年４月１日

至平成21年６月30日

第２四半期

自平成21年７月１日

至平成21年９月30日

第３四半期

自平成21年10月１日

至平成21年12月31日

第４四半期

自平成22年１月１日

至平成22年３月31日

売上高（百万円） 18,045 20,350 20,709 20,626

税金等調整前四半期純利益

金額又は税金等調整前四半

期純損失金額（△）（百万

円）

△172 214 366 △794

四半期純利益金額又は四半

期純損失金額（△）（百万

円）

△154 8 171 △607

１株当たり四半期純利益金

額（円）又は１株当たり四

半期純損失金額（△）

△2.92 0.14 2.74 △9.72
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２【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,112 9,975

受取手形 13,195 11,439

売掛金 9,188 8,862

商品及び製品 1,249 1,215

仕掛品 315 305

原材料及び貯蔵品 1,915 1,468

前渡金 380 161

前払費用 142 131

繰延税金資産 429 496

未収入金 3,610 4,065

その他 99 117

貸倒引当金 △15 △11

流動資産合計 36,623 38,229

固定資産

有形固定資産

建物 17,072 17,151

減価償却累計額 ※5
 △10,841

※5
 △11,220

建物（純額） 6,230 5,931

構築物 2,398 2,413

減価償却累計額 ※5
 △1,832

※5
 △1,889

構築物（純額） 565 524

機械及び装置 12,926 12,456

減価償却累計額 △10,256 △9,833

機械及び装置（純額） 2,669 2,623

車両運搬具 240 239

減価償却累計額 △229 △231

車両運搬具（純額） 11 7

工具、器具及び備品 1,402 1,391

減価償却累計額 ※5
 △1,218

※5
 △1,202

工具、器具及び備品（純額） 183 188

型 1,992 2,012

減価償却累計額 △1,899 △1,944

型（純額） 93 68

土地 10,096 9,826

リース資産 460 665

減価償却累計額 △109 △264

リース資産（純額） 351 401

建設仮勘定 13 1

有形固定資産合計 20,216 19,573
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

無形固定資産

特許権 2 2

ソフトウエア 1,053 871

電話加入権 63 63

その他 78 0

無形固定資産合計 1,198 937

投資その他の資産

投資有価証券 1,093 1,184

関係会社株式 992 992

出資金 4 4

関係会社出資金 14 0

長期貸付金 579 512

従業員に対する長期貸付金 3 13

破産更生債権等 51 31

長期前払費用 1,081 849

繰延税金資産 1,369 1,136

敷金 1,481 1,533

差入保証金 125 8

その他 445 431

貸倒引当金 △459 △445

投資その他の資産合計 6,782 6,253

固定資産合計 28,197 26,763

繰延資産

社債発行費 － 2

繰延資産合計 － 2

資産合計 64,820 64,995

負債の部

流動負債

支払手形 98 878

買掛金 8,380 8,323

短期借入金 ※2
 5,000 －

1年内償還予定の社債 625 6,750

1年内返済予定の長期借入金 ※2
 5,248 3,400

リース債務 151 169

未払金 118 399

未払費用 ※4
 2,622

※4
 2,647

未払法人税等 170 167

未払消費税等 273 189

前受金 47 45

預り金 58 67

前受収益 0 0

預り保証金 83 96
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

賞与引当金 522 759

特別クレーム補償引当金 142 71

財務構造改革引当金 － 220

関係会社整理損失引当金 － 39

その他 273 48

流動負債合計 23,815 24,273

固定負債

社債 ※2
 2,000 －

リース債務 218 244

退職給付引当金 6,305 6,451

役員退職慰労引当金 3 3

製品保証引当金 565 523

固定負債合計 9,092 7,222

負債合計 32,907 31,495

純資産の部

株主資本

資本金 13,852 14,551

資本剰余金

資本準備金 12,352 13,051

その他資本剰余金 112 112

資本剰余金合計 12,464 13,164

利益剰余金

利益準備金 1,004 1,004

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 5,531 4,759

利益剰余金合計 6,536 5,764

自己株式 △673 △13

株主資本合計 32,179 33,467

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △125 30

繰延ヘッジ損益 △140 1

評価・換算差額等合計 △265 32

純資産合計 31,913 33,499

負債純資産合計 64,820 64,995
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

売上高

製品売上高 56,107 48,953

商品売上高 27,017 23,797

売上高合計 83,125 72,750

売上原価

製品期首たな卸高 1,120 836

当期製品製造原価 39,019 33,220

合計 40,139 34,056

製品他勘定振替高 ※2
 405

※2
 176

製品期末たな卸高 836 803

製品売上原価 ※8
 38,897

※8
 33,076

商品期首たな卸高 567 380

当期商品仕入高 18,462 16,197

合計 19,029 16,578

商品他勘定振替高 ※3
 138

※3
 53

商品期末たな卸高 380 386

商品売上原価 18,510 16,138

売上原価合計 57,408 49,215

売上総利益 25,716 23,535

販売費及び一般管理費

荷造運搬費 3,384 3,028

倉庫費 727 677

業務委託手数料 1,832 1,711

広告宣伝費 1,381 1,010

貸倒引当金繰入額 33 0

給与手当 6,757 6,473

賞与金 851 241

賞与引当金繰入額 398 578

退職給付費用 824 869

福利厚生費 1,466 1,475

地代家賃 1,617 1,586

減価償却費 1,433 1,270

研究費 ※4
 81

※4
 84

その他 ※4
 4,132

※4
 3,759

販売費及び一般管理費合計 24,923 22,765

営業利益 793 769
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

営業外収益

受取利息 8 4

受取配当金 93 116

賃貸料 ※1
 138

※1
 141

仕入割引 67 42

信託受益権償還益 65 35

雑収入 83 56

営業外収益合計 457 397

営業外費用

支払利息 190 154

支払手数料 34 47

社債利息 70 118

社債発行費償却 － 17

売上割引 134 117

経営統合関連費用 － 76

雑損失 62 45

営業外費用合計 493 576

経常利益 757 589

特別利益

固定資産売却益 ※5
 506 －

貸倒引当金戻入額 － 13

特別利益合計 506 13

特別損失

固定資産売却損 － ※6
 22

固定資産除却損 ※7
 301

※7
 84

関係会社出資金評価損 － 14

関係会社整理損 － 34

関係会社整理損失引当金繰入額 － 39

投資有価証券評価損 51 304

ゴルフ会員権評価損 5 －

クラブ会員権評価損 － 8

貸倒引当金繰入額 40 6

財務構造改革費用 － ※9
 353

減損損失 － ※10
 244

特別損失合計 398 1,113

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 865 △510

法人税、住民税及び事業税 102 104

法人税等調整額 315 37

法人税等合計 417 141

当期純利益又は当期純損失（△） 448 △651
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【製造原価明細書】

  
前事業年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費  19,614 49.9 16,559 49.5

Ⅱ　労務費  3,970 10.1 3,689 11.0

Ⅲ　経費 ※１ 15,692 40.0 13,179 39.4

当期総製造費用  39,277100 33,428100

期首仕掛品・半製品棚卸高  452 347 

合計  39,729 33,775 

他勘定振替高 ※２ 362 224 

期末仕掛品・半製品棚卸高  347 330 

当期製品製造原価  39,019 33,220 

      

○原価計算の方法 ○原価計算の方法

標準原価に基づく総合原価計算を採用しており

ますが、各月次で発生した原価差額は期末で調整

計算を行い、売上原価及びたな卸資産等を実際原

価に修正しております。

同左

（注）※1.経費の主な内訳は次のとおりであります。 （注）※1.経費の主な内訳は次のとおりであります。

項目 当事業年度（百万円）

外注加工費 12,649

減価償却費 873

項目 当事業年度（百万円）

外注加工費 10,273

減価償却費 846

※2.他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 ※2.他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

項目 当事業年度（百万円）

貯蔵品 220

未収入金 40

有形固定資産ほか 101

計 362

項目 当事業年度（百万円）

貯蔵品 158

未収入金 26

有形固定資産ほか 39

計 224
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 13,852 13,852

当期変動額

新株の発行 － 699

当期変動額合計 － 699

当期末残高 13,852 14,551

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 12,352 12,352

当期変動額

新株の発行 － 699

当期変動額合計 － 699

当期末残高 12,352 13,051

その他資本剰余金

前期末残高 112 112

当期変動額

自己株式の処分 － △0

当期変動額合計 － △0

当期末残高 112 112

資本剰余金合計

前期末残高 12,464 12,464

当期変動額

新株の発行 － 699

自己株式の処分 － △0

当期変動額合計 － 699

当期末残高 12,464 13,164

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 1,004 1,004

当期末残高 1,004 1,004

その他利益剰余金

別途積立金

前期末残高 7,000

当期変動額

別途積立金の取崩 △7,000 －

当期変動額合計 △7,000 －
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

繰越利益剰余金

前期末残高 △1,917 5,531

当期変動額

別途積立金の取崩 7,000 －

剰余金の配当 － △120

当期純利益又は当期純損失（△） 448 △651

当期変動額合計 7,448 △771

当期末残高 5,531 4,759

利益剰余金合計

前期末残高 6,087 6,536

当期変動額

剰余金の配当 － △120

当期純利益又は当期純損失（△） 448 △651

当期変動額合計 448 △771

当期末残高 6,536 5,764

自己株式

前期末残高 △668 △673

当期変動額

自己株式の取得 △5 △7

自己株式の処分 － 667

当期変動額合計 △5 660

当期末残高 △673 △13

株主資本合計

前期末残高 31,736 32,179

当期変動額

新株の発行 － 1,398

剰余金の配当 － △120

当期純利益又は当期純損失（△） 448 △651

自己株式の取得 △5 △7

自己株式の処分 － 667

当期変動額合計 443 1,287

当期末残高 32,179 33,467
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △17 △125

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△107 155

当期変動額合計 △107 155

当期末残高 △125 30

繰延ヘッジ損益

前期末残高 5 △140

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△146 142

当期変動額合計 △146 142

当期末残高 △140 1

評価・換算差額等合計

前期末残高 △12 △265

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△253 298

当期変動額合計 △253 298

当期末残高 △265 32

純資産合計

前期末残高 31,724 31,913

当期変動額

新株の発行 － 1,398

剰余金の配当 － △120

当期純利益又は当期純損失（△） 448 △651

自己株式の取得 △5 △7

自己株式の処分 － 667

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △253 298

当期変動額合計 189 1,585

当期末残高 31,913 33,499
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【重要な会計方針】

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１．有価証券の評価基準及び評価方法 １．有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式

　総平均法による原価法

子会社株式

同左

その他有価証券 その他有価証券

時価のあるもの

　決算期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定）

時価のあるもの

同左

時価のないもの

　総平均法による原価法

時価のないもの

同左

２．デリバティブ ２．デリバティブ

　時価法 同左

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法 ３．たな卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は総平均法による原価法（収益性の低下に

よる簿価切下げの方法）によっております。　 

 

（会計方針の変更） 

　当事業年度より、「棚卸資産の評価に関する会計基

準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日公表

分）を適用しております。

　これにより営業利益、経常利益及び税引前当期純利

益は、それぞれ11百万円減少しております。

同左

　

　

――――――――　

４．固定資産の減価償却の方法 ４．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く） (1）有形固定資産（リース資産を除く）

　建物、機械装置は定額法、それ以外については定率

法によっております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　　　　　　　　3～50年

構築物　　　　　　　3～50年

機械及び装置　　　　4～11年

工具器具備品　　　　4～7 年 

同左　

　 　

(追加情報)

（有形固定資産の耐用年数の変更）

　当社の機械装置については、従来、耐用年数を４～13

年としておりましたが当事業年度より４～11年に変

更しました。

　この変更は平成20年度の税制改正を契機に耐用年数

について資産の利用状況等を見直した結果に伴うも

のであります。

　これにより、営業利益、経常利益及び税引前当期純利

益は、それぞれ33百万円減少しております。 

――――――――　

(2）無形固定資産（リース資産を除く） (2）無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法によっております。

　なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社

内における利用可能期間（５年）に基づく定額法に

よっております。

同左 
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前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

(3)リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリー

ス資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして

算定する方法によっております。

　平成20年３月31日以前に契約をした、リース物件の

所有権が借主に移転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

 

(3)リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリー

ス資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする

定額法によっております。

　平成20年３月31日以前に契約をした、リース物件の

所有権が借主に移転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理によっております

(4）長期前払費用 (4）長期前払費用

　均等償却によっております。 同左

――――――― ５．繰延資産の処理方法

（1）社債発行費

償還までの期間にわたり定額法により償却してお

ります。　

（追加情報）　

当事業年度において新規に普通社債を発行したこ

とで社債発行費が計上されたことに伴い、「繰延資産

の会計処理に関する当面の取扱い」（企業会計基準

委員会　平成18年８月11日実務対応報告第19号）に基

づき、当事業年度より社債発行費は償還までの期間に

わたり定額法により償却しております。

なお、平成22年４月30日に当該社債を繰上償還した

ため、返済日以降の期間に対応する社債発行費につい

ては、財務構造改革費用として費用処理しておりま

す。

（2）株式交付費

支出時の費用として処理しております。　

（追加情報）

当事業年度において新規に普通株式を発行したこ

とで株式交付費が計上されたことに伴い、「繰延資産

の会計処理に関する当面の取扱い」（企業会計基準

委員会　平成18年８月11日実務対応報告第19号）に基

づき、支出時の費用として処理しております。

６．引当金の計上基準 ６．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権は

貸倒実績率法、貸倒懸念債権及び破産更生債権等は

財務内容評価法によっております。

同左

(2）賞与引当金 (2）賞与引当金

　従業員の賞与の支給に充当するため、支給見込額に

基づく当期費用負担額を計上しております。

同左 

(3) 特別クレーム補償引当金

　当社で実施する「小形キッチンユニット用電気こ

んろ」の無償改修促進の強化策実施に伴う将来の費

用負担見積額を特別クレーム補償引当金として計上

しております。

(3) 特別クレーム補償引当金

同左
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前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

(4）退職給付引当金 (4）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計

上しております。

　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（14

年）による定額法により按分した額を、それぞれ発

生の翌事業年度から費用処理しております。

　過去勤務債務は、その発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（３年）による定額

法により按分した額を発生した事業年度から費用処

理しております。

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計

上しております。

　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（14

年）による定額法により按分した額を、それぞれ発

生の翌事業年度から費用処理しております。

　過去勤務債務は、その発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（３年）による定額

法により按分した額を発生した事業年度から費用処

理しております。

（会計方針の変更）

　当事業年度より、「「退職給付に係る会計基準」の

一部改正（その３）」（企業会計基準第19号　平成

20年７月31日）を適用しております。

　なお、これによる営業利益、経常利益及び税引前当

期純損失に与える影響はありません。

(5）役員退職慰労引当金 (5）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に充当するため、内規に基

づく期末要支給額を計上しております。

同左

(6) 製品保証引当金

　製品の修理費用の支出に備えるため、過去の実績率

を基礎に将来の費用負担見込額を計上しておりま

す。

(6) 製品保証引当金

同左

――――――

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

(7) 財務構造改革引当金

　社債及び長期借入金の期限前償還及び返済に係る

違約金等の損失に備えるため、当事業年度末に必要

と見込まれる損失額を計上しております。

（追加情報）

　当社は、平成22年３月３日開催の取締役会におい

て、社債及び長期借入金の全額について期限前償還

及び返済することを決議しております。

　当該決議に基づき、違約金等の損失見込額220百万

円を引当金として計上しております。　

　なお、当該社債及び長期借入金については平成22年

４月30日にその償還及び返済が完了しております。
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前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

―――――――　

　

　

　

　

　

　

　

　

　　

(8) 関係会社整理損失引当金

　関係会社の事業整理に伴う損失に備えるため、当社

が負担することとなる損失見込額を計上しておりま

す。

（追加情報）

当社が中国上海市に有する関係会社（非連結子会

社、非持分法適用会社）、日波厨房設備（上海）有限

公司について事業整理を行う見込みが高くなったこ

とから、これに関連して生ずると見込まれる損失額39

百万円を引当金として計上しております。

７．ヘッジ会計の方法 ７．ヘッジ会計の方法

(ア）ヘッジ会計の方法 (ア）ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しております。また、為替変

動リスクのヘッジについて振当て処理の要件を満た

している場合には振当て処理を、金利スワップにつ

いては特例処理の条件を満たしている場合には特例

処理を採用しております。

同左

(イ）ヘッジ手段とヘッジ対象 (イ）ヘッジ手段とヘッジ対象
 
 

ヘッジ手段　為替予約取引、通貨オプション取引、

金利スワップ取引、外貨建預金

ヘッジ対象　外貨建輸入取引、借入金の利息

 
 
同左

(ウ）ヘッジ方針 (ウ）ヘッジ方針

　「社内手続」に則り、外貨建債務の決済時における

為替変動リスクおよび借入金の金利変動リスクを

ヘッジしております。

同左

(エ）ヘッジ有効性評価の方法 (エ）ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジの開始時から有効性判定時点までの期間に

おいて、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動の累計

を比較し、両者の変動額等を基礎にして判断してお

ります。ただし、特例処理によっている金利スワップ

取引については有効性の評価を省略しております。

同左

８．その他財務諸表作成のための重要な事項 ８．その他財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっ

ております。

同左
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【会計処理の変更】

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

（リース取引に関する会計基準等）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ましたが、当事業年度より、「リース取引に関する会計基

準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日企業会計

審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及びリース

取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会　会

計制度委員会）、平成19年３月30日改））を適用しており

ます。

　なお、平成20年３月31日以前に契約を行ったリース契約

につきましては、通常の賃貸借処理に準じた方法によって

おります。

　これによる損益に与える影響はありません。

 

（賃貸料取引に関する処理の変更）

　当社グループ内の転貸物件の賃貸料につきましては、従

来支出時の費用として販売費及び一般管理費、収入時に営

業外収益として処理しておりましたが、当事業年度より支

出時の費用として販売費及び一般管理費、収入時に販売費

及び一般管理費の戻しとして計上する方法に変更してお

ります。　　

　この変更は、金額的重要性が高まったことに伴い期間損

益計算を適正にする観点から実施したものであります。

　なお、この変更に伴い前事業年度と同一の方法によった

場合と比べ、営業利益が46百万円増加しておりますが、経

常利益、税引前当期純利益については影響ありません。 

――――――――

 

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

――――――――

　

【表示方法の変更】

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

　財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成20年

８月７日内閣府令第50号）が適用となることに伴い、前事

業年度において、「たな卸資産」として掲記されていたも

のは、当事業年度から「商品及び製品」「仕掛品」「原材

料及び貯蔵品」に区分掲記しております。

　なお、前連結会計年度の「たな卸資産」に含まれる「商

品及び製品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」はそれぞ

れ1,715百万円、424百万円、1,528百万円であります。

―――――――
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　【注記事項】

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成21年３月31日）

当事業年度
（平成22年３月31日）

　１．債務保証

従業員の金融機関からの住宅資金借入金の一部68

百万円について債務保証を行っております。

　１．債務保証

従業員の金融機関からの住宅資金借入金の一部53

百万円について債務保証を行っております。

 ※２．財務制限条項

 (1)　社債

社債のうち、2,000百万円には財務制限条項がつい

ており、下記財務制限条項３つのうち２つに抵触し

た場合、借入先の要求に基づき、社債を分割償還する

ことがあります。当該条項は以下のとおりでありま

す。

 ※２．財務制限条項

―――――――　

 （条項）

 （イ）貸借対照表において、自己資本比率が12.5％未満に

ならないこと。

 

 （ロ）損益計算書における営業損益および経常損益の額

が、両方とも同時にマイナスとならないこと。

 

 （ハ）有利子負債償還年数が０年以上９年以下を維持する

こと。年数の計算式は以下のとおりとする。

 

 有利子負債償還年数＝

（総有利子負債－正常運転資金「注１」－余剰現預

金「注２」)「注３」÷(税引後当期利益＋減価償却

費－社外流出「注４」)

 

 注１　正常運転資金＝売掛金＋受取手形(割引手形を除く)

＋たな卸資産－買掛金－支払手形(設備支払手形を

除く)ただし、正常運転資金<０の場合は、正常運転資

金＝０とする。

 

 注２　余剰現預金＝現預金－月商１か月分　ただし、月商１

か月＞現預金の場合は余剰現預金＝０とする。

 

 注３　総有利子負債－正常運転資金－余剰現預金＜０の場

合は０とする。

 

 注４　社外流出＝役員賞与＋支払配当金

　なお、当事業年度末におきましては、有利子負債償還

年数は０年であります。
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前事業年度
（平成21年３月31日）

当事業年度
（平成22年３月31日）

 (2)　短期借入金

  短期借入金には財務維持条項がついております。当

該条項は以下のとおりであります。

　

 （条項）

 （イ）単体の損益計算書上の営業損益及び経常損益のいず

れか一方もしくは双方に関して、２期連続して損失

とならないこと。なお、これには当該基準年度の直前

の年度の決算期にかかる単体の営業損益に関して損

失を計上した場合に、当該基準年度の決算期にかか

る単体の経常損益に関して損失を計上すること、及

び当該基準年度の直前の年度の決算期に単体の経常

損益に関して損失を計上した場合に、当該基準年度

の決算期にかかる営業損益に関して損失を計上する

ことは含まれない。

 

 （ロ）連結の損益計算書上の営業損益及び経常損益のいず

れか一方もしくは双方に関して、２期連続して損失

とならないこと。なお、これには当該基準年度の直前

の年度の決算期にかかる連結の営業損益に関して損

失を計上した場合に、当該基準年度の決算期にかか

る連結の経常損益に関して損失を計上すること、及

び当該基準年度の直前の年度の決算期に連結の経常

損益に関して損失を計上した場合に、当該基準年度

の決算期にかかる営業損益に関して損失を計上する

ことは含まれない。

 

 (3)　長期借入金

  長期借入金のうち、5,000百万円には財務維持条項が

ついております。当該条項は以下のとおりであります。

　

 （条項）

 （イ）単体及び連結の貸借対照表における資本の部の金額

が、直前の年度決算期末における単体及び連結の貸

借対照表における資本の部の金額、または2004年３

月期決算期末における単体及び連結の貸借対照表に

おける資本の部の金額のいずれか高いほうの金額の

75％をそれぞれ下回らないこと。

 

 （ロ）単体及び連結の損益計算書における営業損益が、２

期連続して損失とならないこと。

 

 （ハ）単体及び連結の損益計算書における経常損益が、２

期連続して損失とならないこと。

 

　３．コミットメントライン契約

特定融資枠契約の総額 10,000百万円

借入実行残高 5,000 

差引額 5,000百万円

　３．コミットメントライン契約

――――――――　

※４．関係会社に係るものが次のとおり含まれておりま

す。

※４．関係会社に係るものが次のとおり含まれておりま

す。

未払費用 1,032百万円 未払費用 1,030百万円

※５．有形固定資産の減価償却累計額

減価償却累計額には減損損失累計額を含めて表示

しております。

※５．有形固定資産の減価償却累計額

同左
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

※１．関係会社に係るものが次のとおり含まれておりま

す。

※１．関係会社に係るものが次のとおり含まれておりま

す。

賃貸料 64百万円 賃貸料 66百万円

※２．製品の他勘定振替高内訳 ※２．製品の他勘定振替高内訳

貯蔵品 414百万円

販売費 28 

廃却損ほか △36 

合計 405百万円

貯蔵品 183百万円

販売費 44 

廃却損ほか △50 

合計 176百万円

※３．商品の他勘定振替高内訳 ※３．商品の他勘定振替高内訳

販売費 12百万円

貯蔵品 259 

その他 △134 

合計 138百万円

販売費 11百万円

貯蔵品 121 

その他 △79 

合計 53百万円

※４．一般管理費に含まれる研究開発費は、665百万円であ

ります。

※４．一般管理費に含まれる研究開発費は、584百万円であ

ります。

 ※５．固定資産売却益内訳

土地 506百万円

合計 506百万円

―――――――

―――――――  ※６．固定資産売却損内訳

建物　 　7百万円　

機械及び装置　 　6　

土地　 　8　

合計　 　22　

※７．固定資産除却損内訳 ※７．固定資産除却損内訳

建物 48百万円

構築物 17 

機械及び装置 178 

工具器具備品 7 

型 45 

その他 3 

合計 301百万円

建物 14百万円

構築物 0 

機械及び装置 61 

工具器具備品 3 

型 2 

その他 1 

合計 84百万円

※８．製品売上原価

　製品売上原価には、製品保証引当金繰入額が163百

万円含まれております。

※８．製品売上原価

　製品売上原価には、製品保証引当金繰入額が138百

万円含まれております。　

―――――――

　

※９．財務構造改革費用

財務構造改革費用は、金融費用の低減を図ることを目的

として、資金調達先を変更するために社債及び長期借入金

の期限前償還及び返済を実行することによって生ずる違

約金等の費用であり、内訳は以下のとおりであります。

　 支払手数料　　 61百万円

社債発行費償却　　 72 

財務構造改革引当金繰入額 220 

合計 353百万円
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前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

――――――― ※10．減損損失

当事業年度において、当社は以下の資産グループについ

て減損損失を計上しました。　

場所　 用途　 種類　 減損損失（百万円）　

曙橋ビル

（東京都新宿区）　
賃貸用資産　 土地　 　244

収益性の著しい下落により、上記資産グループの帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失

（244百万円）として特別損失に計上しました。

（グルーピングの方法）　

当社は、資産を用途により事業用資産、賃貸用資産、遊休

資産に分類しております。また、事業用資産については各

社・各支社店等の管理会計上の区分に基づき、賃貸用資産

及び遊休資産は個別物件単位でグルーピングしておりま

す。

（回収可能価額の算定方法）　

上記賃貸用資産については、使用価値により測定してお

り、将来キャッシュ・フローを２％で割り引いて算定して

おります。　

（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（千株）

当事業年度増加株
式数（千株）

当事業年度減少株
式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

普通株式（注） 2,285 34 － 2,320

合計 2,285 34 － 2,320

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加34千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

当事業年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（千株）

当事業年度増加株
式数（千株）

当事業年度減少株
式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

普通株式（注） 2,320 25 2,300 44

合計 2,320 25 2,300 44

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加25千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

普通株式の自己株式の株式数の減少2,300千株は、株式会社住生活グループへの処分によるものであります。
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１．ファイナンス・リース取引(借主側)

　所有権移転外ファイナンス・リース取引

　①リース資産の内容

(ア)有形固定資産

生産設備(型) であります。

　②リース資産の減価償却の方法

重要な会計方針「４．固定資産の減価償却の方法」に

記載のとおりであります。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっており、その内容は次のとおりで

あります。

１．ファイナンス・リース取引(借主側)

　所有権移転外ファイナンス・リース取引

　①リース資産の内容

(ア)有形固定資産

同左

　②リース資産の減価償却の方法

同左　

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 
車両運搬
具

(百万円)
 
工具器
具備品
(百万円)

 
型

(百万円)

 ソフトウ
エア
(百万円)

 
合計
(百万円)

取得価額相
当額

4 260 79 3 347

減価償却累
計額相当額

4 187 58 3 254

期末残高相
当額

0 73 20 0 93

  
工具器具備品
(百万円)  

型
(百万円)

  
合計
(百万円)

取得価額相当額  245 75  321

減価償却累計額相当額  218 70  288

期末残高相当額  27 4  32

　なお、取得価額相当額は、有形固定資産の期末残高等

に占める未経過リース料期末残高の割合が低いため、

支払利子込み法により算定しております。

同左

(2) 未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

(2) 未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

１年内 91百万円

１年超 64百万円

合計 155百万円

１年内 56百万円

１年超 7百万円

合計 64百万円

　なお、未経過リース料期末残高相当額は、有形固定資

産の期末残高等に占める未経過リース料期末残高の割

合が低いため、支払利子込み法により算定しておりま

す。 

同左　

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却

費相当額及び減損損失

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却

費相当額及び減損損失

支払リース料 141百万円

減価償却費相当額 128百万円

支払リース料 91百万円

減価償却費相当額 61百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額の算定方法

　主として、リース期間を耐用年数とし、残存価額を10

パーセントとする定率法によって算定し、これに９分

の10を乗じた額を各期の減価償却費相当額とする方法

を採用しております。

同左

　

 （減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はありません。

 （減損損失について）

同左
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（有価証券関係）

前事業年度（平成21年３月31日）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。　

当事業年度（平成22年３月31日）

子会社会社株式（貸借対照表計上額　子会社会社株式992百万円）は市場価格がなく、時価を把握することが極め

て困難と認められることから、記載しておりません。　

　

（税効果会計関係）

前事業年度
（平成21年３月31日）

当事業年度
（平成22年３月31日）

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 １．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）   

貸倒引当金損金算入限度超過額 180百万円

退職給付引当金損金算入限度超

過額
2,566 

賞与引当金損金算入限度超過額 212 

減損損失 405 

展示品償却超過額 220 

税務上の繰越欠損金 610 

製品保証引当金損金算入限度超

過額
230 

繰延ヘッジ損益 96 

その他 263 

繰延税金資産小計 4,785百万円

評価性引当額 △2,962 

繰延税金資産合計 1,823百万円

（繰延税金負債）   

その他有価証券評価差額金 24百万円

繰延税金負債合計 24百万円

繰延税金資産の純額 1,798百万円

（繰延税金資産）   

貸倒引当金 179百万円

退職給付引当金 2,625 

賞与引当金 309 

減損損失 499 

展示品償却超過額 230 

税務上の繰越欠損金 407 

製品保証引当金 213 

その他 396 

繰延税金資産小計 4,861百万円

評価性引当額 △3,172 

繰延税金資産合計 1,689百万円

（繰延税金負債）   

その他有価証券評価差額金 54百万円

繰延ヘッジ損益 1百万円

繰延税金負債合計 55百万円

繰延税金資産の純額 1,633百万円

（注）繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に

含まれております。

（注）繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に

含まれております。

流動資産－繰延税金資産 429百万円

固定資産－繰延税金資産 1,369百万円

流動資産－繰延税金資産 496百万円

固定資産－繰延税金資産 1,136百万円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳 　

法定実効税率 40.7 ％ 

(調整)       

交際費等永久に損金に算入され

ない項目 
7.2  

受取配当金等永久に益金に算入

されない項目 
△0.5  

住民税均等割等 11.8  

評価性引当額の増減 △11.0  

税効果会計適用後の法人税等の負

担率 
48.2   

税引前当期純損失が計上されているため、記載を省略

しております。
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（企業結合等関係）

前事業年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

連結財務諸表「注記事項（企業結合等関係）」に記載しているため、注記を省略しております。

当事業年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

連結財務諸表「注記事項（企業結合等関係）」に記載しているため、注記を省略しております。

（１株当たり情報）

前事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１株当たり純資産額 663.82円

１株当たり当期純利益金額 9.33円

 なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり純資産額 535.98円

１株当たり当期純損失金額 10.84円

 なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額について

は、当期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。

　（注）　１株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１株当たり当期純利益金額又は当期純損失

金額
  

当期純利益又は当期純損失（△）

（百万円）
448 △651

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益又は当期純損

失（△）（百万円）
448 △651

普通株式の期中平均株式数（株） 48,093,946 60,108,523
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（重要な後発事象）

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

（業務・資本提携契約の締結） 

当社は、平成21年４月30日開催の当社取締役会において、

株式会社住生活グループ（以下「住生活グループ」とい

う。）との業務・資本提携、並びに同社を割当先とした第三

者割当による新株式の発行及び自己株式の処分を行うこと

を決議し、同日、基本合意書を締結いたしました。

なお、当該合意書の趣旨に基づき、平成21年６月８日に業

務・資本提携契約書を締結しております。 

また、当該契約に基づく新株式の発行及び自己株式の処

分につきましては、平成21年６月19日に払込が完了してお

ります。 

業務・資本提携契約書の内容並びに第三者割当による新

株式の発行及び自己株式の処分の概要については下記のと

おりであります。 

Ⅰ．業務・資本提携契約書の内容

１．業務・資本提携の目的

当事会社双方がブランドの独自性を維持しつつ最

大限のシナジーを実現することを目的として、本業務

・資本提携を行うものであります。

２．業務提携の概要

(1)　商品開発

(2)　資材調達

(3)　生産・物流・アフターサービスにおける協力 

(4)　業務提携を実効的ならしめるため、当社は、住生

活グループが指名する者各1名を当社の社外取

締役・社外監査役に選任いたしました。

３．資本提携 

本業務提携による相乗効果を迅速かつ効率的に実

現し、その実効性を担保するため、当社は平成21年６

月19日に住生活グループに対して第三者割当の方法

による普通株式12,150,000株の新規発行及び当社が

保有する自己株式2,300,000株の処分を行い、住生活

グループはこれを引き受けました。

Ⅱ．第三者割当による新株式の発行及び自己株式の処分の

概要 

１．新株式発行概要

①発行新株式数       普通株式　12,150,000株

②発行価額           １株につき　143円

③発行価額の総額     1,737,450,000円

④資本組入額         １株につき　57.564円

⑤新株式交付日       平成21年６月19日

⑥申込期日           平成21年６月18日

⑦払込期日           平成21年６月19日

⑧割当先及び株式数   住生活グループ 

12,150,000株

　

（株式交換契約）　

当社は、平成21年12月14日開催の取締役会において、株

式会社住生活グループ（以下「住生活グループ」とい

う。）との間で、住生活グループを完全親会社とし、当社

を完全子会社とする株式交換（以下「本株式交換」とい

う。）を行うことを決議し、同日付で株式交換契約を締結

いたしました。

　本株式交換契約は、平成22年２月25日開催の当社臨時株

主総会にて承認され、効力発生日である平成22年４月１

日をもって住生活グループは当社の完全親会社となり、

当社の株式は平成22年３月29日に上場廃止（最終売買日

は平成22年３月26日）となりました。

　なお、住生活グループは平成22年４月７日付で、保有す

る当社株式の発行済株式総数の20％を日新製鋼株式会社

に譲渡しております。

　当該契約の内容は以下のとおりです。

（１）目的

住生活グループは本株式交換による完全子会社化によ

り住生活グループ全体のポートフォリオを強化させ、迅

速な事業展開を行うことが可能になり、それぞれのブラ

ンドを生かしながら、商品開発、資材調達、生産、販売、物

流、取付け、アフターサービスに至る業務を協同化するこ

とで水周り事業の強化、ひいては住生活グループ全体の

企業価値向上に繋がると判断しております。

（２）株式交換完全親会社の概要（平成21年３月31日

現在）

① 商号 株式会社住生活グループ

② 本店の所在地 東京都江東区大島二丁目１番１号

③ 資本金の額（単体）68,121百万円

④ 純資産の額（単体）484,550百万円

⑤ 総資産の額（単体）543,645百万円

⑥ 事業の内容 国内外の住生活関連事業・都市環

境関連事業を営む会社の株式また

は持分を取得、所有することによ

る当該会社の事業活動の支配、管

理

（３）株式交換の日程

株式交換承認臨時株主

総会

平成22年２月25日

株式最終売買日 平成22年３月26日

上場廃止日 平成22年３月29日

株式交換の日 平成22年４月１日
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前事業年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

⑨保有に関する事項   払込期日から２年間におい

て、割当新株式の全部又は

一部を譲渡した場合には、

その内容を当社に書面にて

報告する旨の確約書を受領

いたしました。

２．自己株式の処分の概要

①処分株式数         普通株式　 2,300,000株

②処分価額           １株につき　143円

③処分価額の総額     328,900,000円

④申込期日           平成21年６月18日

⑤払込期日           平成21年６月19日 

Ⅲ．その他

今回の業務・資本提携の協議を進めていった中で、

筆頭株主の日新製鋼株式会社は、その所有する当社株

式の一部を株式会社住生活グループに譲渡すること

に合意いたしました。

その結果、筆頭株主が異動いたしました。

（４）株式交換に係る割当の内容

 会社名

住生活グループ

（株式交換完全親

会社）　

サンウエーブ工業

（株式交換完全子

会社）

株式交換比率 1 0.19

当社の普通株式１株につき、住生活グループの普通株式

0.19株を割当て交付します。ただし、住生活グループが保

有する当社の普通株式18,750,000株については、本株式交

換による株式の割当てを行いません。

　

(会社分割)

当社は平成22年５月18日開催の取締役会において、株式

会社ＩＮＡＸ（以下「ＩＮＡＸ」という。）及び当社が平

成22年７月１日を効力発生日とする吸収分割により営業

部門を分割し、株式会社ＩＮＡＸサンウエーブマーケティ

ング（以下「ＩＳＭ」という。)へ承継することを決議し、

吸収分割契約を締結いたしました。

なお、ＩＳＭへの出資比率はＩＮＡＸ75％、当社25％で

あります。

（１）会社分割の目的

建築基準法の改正や海外発の金融危機の影響で国内の

新築着工件数が大幅に落ち込むなか、水回り業界ではス

トック需要の獲得に向け、これまでにない新しい取り組み

を求められています。

今回の新会社設立によりＩＮＡＸ・サンウエーブの営

業部門を統合することで、効率的且つきめ細かな営業を実

現し、長期的な成長が期待されるストック市場への取り組

みを更に強化することができます。
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前事業年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

　 （２）会社分割の要旨

①会社分割の日程

分割期日　　　　　　平成22年７月１日(予定)

②会社分割の形態

当社及びＩＮＡＸを分割会社、ＩＳＭを承継会社とする吸

収分割です。　

③会社分割に際しての対価

 本分割に際して、承継会社は普通株式を799,800株を発行

し、当社に対して200,000株を交付いたします。

（３)承継会社の概要

商号　　株式会社ＩＮＡＸサンウエーブマーケティング

代表者　取締役社長　石原俊一

    （現　ＩＮＡＸ取締役 専務執行役員　営業本部長）

所在地　　東京都中央区日本橋三丁目13番５号

資本金　　１億円

出資比率　ＩＮＡＸ75％、当社25％

従業員数　3,948名

　　 (ＩＮＡＸから2,520名、当社から1,428名 平成22年４

月末時点）

④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

投資有価証券 その他有価証券

大和ハウス工業(株) 410,210 432

住友林業(株) 203,600 155

三洋ホームズ(株) 1,000 100

すてきナイスグループ(株) 423,930 87

(株)みずほフィナンシャルグルー

プ(優先株式)
50,000 50

(株)ＴＯＫＡＩ 81,025 42

(株)サンヨーハウジング名古屋 480 38

日本マクドナルドホールディング

ス(株)
18,712 35

大阪ガス(株) 100,548 33

積水ハウス(株) 32,410 30

その他32銘柄 718,582 176

計 2,040,497 1,184
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価償却
累計額又は償却
累計額
（百万円）

当期償却額
（百万円）

差引当期末残高
（百万円）

有形固定資産        

建物 17,072 190 111 17,151 11,208 455 5,931

構築物 2,398 18 3 2,413 1,889 60 524

機械及び装置 12,926 459 929 12,456 9,833 456 2,623

車両運搬具 240 0 2 239 231 4 7

工具器具備品 1,402 83 94 1,391 1,202 74 188

型 1,992 48 28 2,012 1,944 72 68

土地 10,096 －
269

(244)　
9,826 － － 9,826

リース資産 460 206 1 665 264 156 401

建設仮勘定 13 902 914 1 － － 1

有形固定資産計 46,747 1,766 2,329 46,159 26,585 1,279 19,573

無形固定資産        

特許権 5 － － 5 2 0 2

ソフトウエア 2,605 248 384 2,469 1,598 431 871

電話加入権 63 － － 63 － － 63

その他 84 40 118 5 5 0 0

無形固定資産計 2,758 289 503 2,544 1,606 432 937

長期前払費用 3,342 312 929 2,725 1,876 479 849

繰延資産 　 　 　 　 　 　 　

社債発行費 － 96 － 96  94 94 2

繰延資産計 － 96 － 96 94 94 2

　（注）１．当期減少額の主なもの

機械及び装置 深谷製作所　　 582百万円 

機械及び装置 桐生製作所　　 339百万円 

土地 曙橋ビル　　賃貸不動産　　 244百万円 

２．「当期末減価償却累計額又は償却累計額」欄には、減損損失累計額が含まれております。

３．「当期減少額」欄の（　）内は内書きで、減損損失の計上額であります。 
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【引当金明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金（注） 474 22 10 29 456

賞与引当金 522 759 522 － 759

役員退職慰労引当金 3 － － － 3

製品保証引当金 565 166 208 － 523

特別クレーム補償引当金 142 － 70 － 71

関係会社整理損失引当金 － 39 － － 39

財務構造改革引当金 － 220 － － 220

　（注）貸倒引当金の「当期減少額(その他)」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。

（２）【主な資産及び負債の内容】

①　資産の部

イ．現金及び預金

区分 金額（百万円）

預金の種類  

当座預金 2,178

普通預金 7,569

定期預金 110

外貨預金 111

別段預金 3

預金計 9,972

現金 3

計 9,975

ロ．受取手形

(イ）相手先別内訳

相手先名 金額（百万円）

ユアサ商事(株) 1,435

三井住商建材(株) 1,325

大和ハウス工業(株) 1,155

(株)小泉 666

ジャパン建材(株) 649

その他 6,207

計 11,439
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(ロ）期日別内訳

満期日 金額（百万円）

平成22年４月満期 3,301

５月満期 2,848

６月満期 2,942

７月満期 2,268

８月以降満期 77

計 11,439

ハ．売掛金

相手先名 金額（百万円）

住友林業(株) 912

三井住商建材(株) 765

大東建託(株) 466

ジャパン建材(株) 268

(株)山善 242

その他 6,206

計 8,862

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高
（百万円）

当期発生高
（百万円）

当期回収高
（百万円）

次期繰越高
（百万円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) + (D)
─────

2
─────
(B)

─────
365

9,188 76,388 76,713 8,862 89.6 43

　（注）　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記の金額には消費税等が含まれております。
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ニ．商品及び製品 

 区分 金額（百万円）

 住宅用厨房設備機器　（注）１． 367

商品 住宅用衛生設備機器　（注）２． 17

 業務設備機器　（注）１． 1

 小計 386

 住宅用厨房設備機器　（注）１． 624

製品 住宅用衛生設備機器　（注）２． 102

 業務設備機器　（注）１． 101

 小計 828

 合計 1,215

　（注）１．ガステーブル等

２．洗面化粧台等

ホ．仕掛品

 区分 金額（百万円）

 住宅用厨房設備機器　（注）１ 301

仕掛品 住宅用衛生設備機器　（注）２． 3

 業務設備機器　（注）１． 0

 合計 305

　　（注）１．ガステーブル等

　　　　　２．洗面化粧台等

ヘ．原材料及び貯蔵品

区分 区分 金額（百万円）

 ステンレス 43

 鋼板 35

原材料 木材合板 81

 塗料・接着剤 10

 部品、金具、その他 526

 小計 697

貯蔵品 消耗品及び展示品 771

 小計 771

 合計 1,468

　　（注）１．ガステーブル等

　　　　　２．洗面化粧台等
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ト.未収入金 

相手先 金額（百万円）
住友林業㈱ 3,341
その他 724

合計 4,065

②　負債の部

イ．支払手形

(イ）支払先別内訳

相手先名 金額（百万円）

富士工業販売(株) 744

東芝エルイーソリューション(株) 87

(株)早川製作所 8

伊藤忠プラスチックス(株) 6

(株)サンアイ製作所 4

その他 26

計 878

(ロ）期日別内訳

満期日 金額（百万円）

平成22年４月満期 414

５月満期 435

６月満期 9

７月満期 20

８月満期 －

計 878

ロ．買掛金

相手先名 金額（百万円）

一括支払信託 2,310

リンナイ(株) 959

日立コンシューマ・マーケティング(株) 378

パナソニック(株) 337

(株)ハーマン 336

その他 4,001

計 8,323
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ハ．１年内返済予定の長期借入金

借入先 金額（百万円） 使途 返済期限 担保

三菱ＵＦＪ信託銀行（株） 1,250 運転資金 平成25年９月31日 なし 

兵庫県信用農業協同組合連合会 1,000 運転資金 平成24年12月28日 なし 

（株）商工組合中央金庫 850 運転資金 平成24年７月31日 なし 

農林中央金庫 300 運転資金  平成24年10月31日 なし

計 3,400 － － －

　　（注）平成22年４月30日付で全ての１年以内に返済予定の長期借入金を返済しております。

ニ．１年内償還予定の社債　

銘柄 発行年月日
当期末残高
（百万円）

利率 担保 償還期限

第７回無担保社債　
平成16年

６月30日
1,000　 年0.68％ なし

平成26年

６月30日

第８回無担保社債　
平成16年

６月30日
1,000　 年2.05％ なし

平成26年

６月30日

第９回無担保社債　
平成21年

８月５日
2,000　 年0.87％ なし

平成24年

８月３日

第10回無担保社債　
平成21年

８月７日
1,500　 年0.85％ なし

平成24年

８月７日

第11回無担保社債　
平成21年

９月30日
1,250　 年0.94％ なし

平成25年

９月30日

計 　 6,750　 － － －

（注）平成22年４月30日付で全ての１年以内に償還予定の社債を返済しております。　

　

ホ．退職給付引当金

区分 金額（百万円）

退職給付債務 △12,674

年金資産 4,766

未認識数理計算上の差異 1,456

計 6,451

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】
事業年度 ４月１日から３月３１日まで
定時株主総会 ６月中
基準日 ３月３１日

剰余金の配当の基準日
９月３０日
３月３１日

１単元の株式数 １，０００株

単元未満株式の買取り・売渡し  

取扱場所
（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部
 

取次所 ──────

買取・売渡手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法
電子公告の方法により行います。（http://www.sunwave.co.jp/）
但し、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をするこ
とができない場合には、日本経済新聞に掲載して行う。

株主に対する特典 該当事項はありません。
 
 （注）当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に揚げる権利、会社法第166条第１項の規定に

よる請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権

利以外の権利を有しておりません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書
事業年度（第77期）（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）平成21年６月26日関東財務局長に提出

(2）内部統制報告書及びその添付書類
平成21年６月26日関東財務局長に提出

(3）四半期報告書及び確認書
（第78期第１四半期）（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）平成21年８月12日関東財務局長に提出
（第78期第２四半期）（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）平成21年11月５日関東財務局長に提出
（第78期第３四半期）（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）平成22年２月２日関東財務局長に提出

(4）臨時報告書
平成21年６月19日関東財務局長に提出
金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動
があった場合）の規定に基づく臨時報告書であります。
平成21年12月14日関東財務局長に提出
金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第６号の２（株式交換に
係る契約の締結があった場合）の規定に基づく臨時報告書であります。
平成22年４月26日関東財務局長に提出
金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の３（監査公認会
計士等の異動があった場合）の規定に基づく臨時報告書であります。

(5）有価証券届出書（第三者割当増資）及びその添付書類
平成21年４月30日関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

  平成21年６月26日

サンウエーブ工業株式会社   

 取締役会 御中  

 あずさ監査法人

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 富山　正次　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 筆野　　力　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 原田　清朗　　印

＜財務諸表監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

るサンウエーブ工業株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連

結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について

監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意

見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判

断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、サンウ

エーブ工業株式会社及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成21年４月30日開催の取締役会において、株式会社住生活グループと

の業務・資本提携、並びに同社を割当先とした第三者割当による新株式の発行及び自己株式の処分を行うことを決議し、同

日基本合意書を締結するとともに、平成21年６月８日に業務・資本提携契約書を締結している。また、当該契約に基づく新株

式の発行及び自己株式の処分については、平成21年６月19日に払込が完了している。 

 

＜内部統制監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、サンウエーブ工業株式会社の平

成21年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報

告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明すること

にある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性が

ある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監

査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの

合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評

価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでい

る。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、サンウエーブ工業株式会社が平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上

記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財

務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。  

以　　上

 

上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書

提出会社）が別途保管しております。

連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

  平成22年６月16日

サンウエーブ工業株式会社   

 取締役会 御中  

 あずさ監査法人

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 潮来　克士　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 筆野　　力　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 田中　　量　　印
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＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

るサンウエーブ工業株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連

結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について

監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意

見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得た

と判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、サンウ

エーブ工業株式会社及び連結子会社の平成22年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

追記情報

１． 重要な後発事象の注記に記載されているとおり、株式会社住生活グループを完全親会社とし、会社を完全子会社

とする株式交換契約が平成22年２月25日開催の臨時株主総会において承認されている。本株式交換の結果、効力

発生日である平成22年４月1日をもって会社は株式会社住生活グループの完全子会社となり、会社の株式は平成

22年３月29日に上場廃止となっている。なお、株式会社住生活グループは平成22年４月７日付で保有する会社株

式の発行済株式総数の20％を日新製鋼株式会社に譲渡している。

２． 重要な後発事象の注記に記載されているとおり、会社は平成22年５月18日開催の取締役会において株式会社IＮＡ

Ｘ及び会社が吸収分割により営業部門を分割し、株式会社ＩＮＡＸサンウエーブマーケティングへ承継すること

を決議し、吸収分割契約を締結している。

　

　

＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に準じた監査証明を行うため、サンウエーブ工業株式会社の平

成22年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報

告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明すること

にある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性が

ある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制

監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうか

の合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、

評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含ん

でいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、サンウエーブ工業株式会社が平成22年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した

上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、

財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

追記情報

内部統制報告書の付記事項に記載されているとおり、会社は平成22年５月18日開催の取締役会において株式会社IＮＡＸ

及び会社が吸収分割により営業部門を分割し、株式会社ＩＮＡＸサンウエーブマーケティングへ承継することを決議し、吸

収分割契約を締結している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　　上　

　

 

上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書

提出会社）が別途保管しております。

連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

  平成21年６月26日

サンウエーブ工業株式会社   

 取締役会 御中  

 あずさ監査法人

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 富山　正次　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 筆野　　力　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 原田　清朗　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

るサンウエーブ工業株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第77期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行

われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務

諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断し

ている。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、サンウエー

ブ工業株式会社の平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成21年４月30日開催の取締役会において、株式会社住生活グループと

の業務・資本提携、並びに同社を割当先とした第三者割当による新株式の発行及び自己株式の処分を行うことを決議し、同

日基本合意書を締結するとともに、平成21年６月８日に業務・資本提携契約書を締結している。また、当該契約に基づく新

株式の発行及び自己株式の処分については、平成21年６月19日に払込が完了している。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　 

以　　上 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　  
上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書

提出会社）が別途保管しております。

財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

  平成22年６月16日

サンウエーブ工業株式会社   

 取締役会 御中  

 あずさ監査法人

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 潮来　克士　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 筆野　　力　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 田中　　量　　印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

るサンウエーブ工業株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第78期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行

われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務

諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断し

ている。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、サンウエー

ブ工業株式会社の平成22年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。

追記情報

１． 重要な後発事象の注記に記載されているとおり、株式会社住生活グループを完全親会社とし、会社を完全子会社と

する株式交換契約が平成22年２月25日開催の臨時株主総会において承認されている。本株式交換の結果、効力発生

日である平成22年４月1日をもって会社は株式会社住生活グループの完全子会社となり、会社の株式は平成22年３

月29日に上場廃止となっている。なお、株式会社住生活グループは平成22年４月７日付で保有する会社株式の発行

済株式総数の20％を日新製鋼株式会社に譲渡している。

２． 重要な後発事象の注記に記載されているとおり、会社は平成22年５月18日開催の取締役会において株式会社IＮＡ

Ｘ及び会社が吸収分割により営業部門を分割し、株式会社ＩＮＡＸサンウエーブマーケティングへ承継することを

決議し、吸収分割決議を締結している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　　上

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　  
上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書

提出会社）が別途保管しております。

財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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